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● S D G s（ S u sta i n ab l e 
Development Goals）とは、
持続可能な開発目標のこと。
世界では、よりよい未来の
ために2030年までに17の
目標達成を目指しています。

SDGs
私たち
の

バックナンバーを
公式サイトで

チェック！
▼  ▼  ▼
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　スマートフォンやSNSなど子どもたちを取り巻くメディア環境が
急速に変化するなか、2021年にNHKが立ち上げたのが、「つながる！
NHKメディア・リテラシー教室」だ。小学５、６年生を対象とした体
験教室で、NHKと全国各地の小学校４校をオンラインでつないで授
業を行う。狙いは、あらゆるメディアにおいて「送り手の意図を踏ま
え情報を読み解く力」と「影響力を意識して情報を発信できる力」を
身につけることだと、進行役の１人、大橋拓アナウンサーは言う。
　たとえば映像編集に関する学習では、小学生向けメイク動画で人
気のユーチューバーの紹介番組を扱う。街頭インタビューで多数の
小学生がメイクに肯定的なコメントを言った後、ユーチューバーが
登場するという内容だ。問題は、実際の街頭インタビューでは賛成と
反対の意見が半々だったということ。あらためて、反対意見も交えた
映像を視聴し、「この編集はありかなしか？」を考えるのだ。
「ユーチューバーの紹介なのだから賛成意見が多いほうが伝わり
やすい」「制作者が意図的に取捨選択するのはよくない」。そんな賛
否両論の意見を生徒たちが交わすのだが、進行役である大橋さんは

「正解」を教えることはしない。「大事なのは多様な意見を聞くこと。
メディアを通した情報には送り手の意図があり構成されているのを
理解すること。そういった視点をもってメディアに向き合い、自分
で積極的に情報について考えをめぐらすことが大切なのです」
　ほかにも、アップとルーズさまざまな画像から４枚を選んでケー
キ店のCMを作り、発信者の視点を体感する学習も行う。生徒からは、
「加工・編集されている画像や動画が身近にあることを知った」「他
校の意見を聞くことができて楽しかった」、先生からは、「情報リテ
ラシーは正解が一つではないため教えるのが難しい。ノウハウがな
かったのでとても助かっている」などの感想が寄せられている。
　今、極端に偏った情報やフェイクニュースによって社会の分断が
進んでいるといわれる。それを食い止めるためにも、未来を担う子ど
もたちに早い時期からメディア・リテラシーを学んでもらうことが
重要だと大橋さんは言う。「立場が違えば『正しい』と思うものも変
わります。それぞれの立場の違いを理解して想いを馳せることが大
切です。それが健全な民主主義社会をつくっていくのだと思います」

小学生が楽しく学ぶ
メディア・リテラシー教室

教室は、NHKアナウンサーが進行役となり、全国各地
の小学校４校をオンラインでつないで進められる。同
じ学校内だけでなく、ほかの学校とも楽しく広く意見
交換ができると評判も上々で、これまでに155校、約
6,500人の児童が参加している。
参加申し込みは、右にあるQR
コードにアクセスを。
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ルールに基づくことで
心地よいリズムが生まれる
シシド・カフカ さん    ミュージシャン、俳優  

「ブエノスアイレスで通っていた中学校にはいろ
んな肌の色、髪の色の人がいて、制服さえ着ていれ
ばスカートの長さも鞄も自由。多様性が当たり前
で、校則というものを意識した記憶がないんです」
　シシド・カフカさんは10代のときに印象的な異
文化体験をしたアルゼンチンへ、2018年に再び
渡った。打楽器による即興演奏のコンダクター（指
揮者）を志し、100種類以上ものサインで構成され
るサインシステムを学ぶためだ。そして帰国後、そ
のサインを使ったリズムイベント「el tempo」をス
タートした。異なるバックグラウンドをもつ打楽器
奏者たちがサインシステムという共通ルールを理
解し、守ることで生まれるリズムは、その場にいる
観客だけが体感できる、まさに一期一会の音楽だ。
「同じサインを同じ順番で出しても、解釈は人それ
ぞれだから、決して同じ音楽にはならない。サイン
システムのおもしろさは、大枠のルールがあり、そ
の余白で遊べる点だと思います。サインを誰がど
う解釈して、どんなリズムを出してくるかわからな
いけれど、皆コンダクターのサインを見れば、誰が
どの枠組みのなかでどう遊んでいるのかを理解で
きる。自分たちがどこへ向かっているのかを共有で
きている状態なんです。だからサインというルー
ルは、安心材料の提示なのだろうなと思います」
　ルール＝法律という大枠のなかで、人は安心し
て自分なりの考えでよりよい社会を目指すことが
できる。同じルールに従っていても、人が変われ
ば出来上がる社会も変わっていく。シシドさんの

「el tempo」は、私たちが生きる世界を考える示唆
に富んでいる。21年の東京パラリンピック閉会式
に出演したときも、限られた時間の中で、サインと
いう共通ルールから生まれるリズムは国境や言葉、
文化的背景を超えて人々の心をつないだ。
「実は閉会式の前に、選手の方々のために演奏し
たんです。立ち上がって踊ったり、車椅子で駆け
つけて盛り上がってくれたりする姿を見てすごく
うれしくて。本番もみんなと一緒にやりたいから、
このサインを覚えておいて！と伝えて、掛け合い
の時間をいただきました」
　ルールが異文化コミュニケーションのツールに
もなることを、シシドさんは音楽を通して体感し
ている。「ルールに基づくからこそ、皆が同じ方向
を向いてひとつのものをつくれるのだと感じます」
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インド・ムンバイ湾横断道路建設の支援を継続

JICAのニュース&トピックスをもっと読みたい方はアクセス！

https://www.jica.go.jp/information/index.html

4月15日│ モザンビーク　サイクロン被害に対する緊急援助物資を供与

4月10日│ ラオス　「モンスーン風力発電事業」への融資契約に調印

4月28日│ タンザニア　農業基盤構築のための円借款貸付契約を調印
記録的サイクロン「フレディ」被害への支援に加え、日本の水害対策に関する知見を共有していくことを表明

東南アジア最大規模の再生可能エネルギー発電で、ラオスやベトナムの電力供給やCO2削減に寄与

食糧安全保障危機に対応し、種子や肥料の供給拡大で価格高騰のタンザニアを支援
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　ムンバイ湾横断道路が完成すれば、ムンバ
イ中心部からナビムンバイまでの車移動がそ
れまでの約60分から約15分と４分の１にま
で短縮されます。両区間を通勤・通学してい
た地元住民は生活に時間のゆとりができ、渋
滞緩和から排ガス量削減も期待できます。人
と物の移動が活発になり、ムンバイ都市圏の
持続的な経済発展へも寄与するなど、負の連
鎖がプラスに転換するきっかけとなりえます。
　横断道路の建設に生かされている日本が
世界に誇る技術と知見にも注目です。軽量か
つ鋼構造で精度の高い施工を可能とする「鋼

床版箱桁」の技術がインドで初めて採用され
たほか、陸上で箱桁を大ブロックに組み立て、
大型クレーンで一括架設を行う「大ブロック
一括架設」方式を採用し、短い施工期間を可
能にしています。海水の塩分による腐食を防
ぐ「重防食塗装」も施されています。
　完成予定は今年12月。折しも今年日本が
G7、インドがG20の議長国を務め、両国の
パートナーシップが強まるなかでの開通です。
インドの海上道路で最長となるこの横断橋は、
日印の友好関係の象徴となり、地域を力強く
支えてゆくことでしょう。

日印の友好が架けるインド最長の海上道路ですニ

ュース深 掘り！

　２月27日、JICAはインド政
府とムンバイ湾横断道路建設事
業（第三期）への円借款貸付契
約を締結した。この横断道路は、
ムンバイ中心部からムンバイ湾
を挟んだ対岸のナビムンバイ地
域を全長約18kmの海上道路と
全長約４kmの陸上アプローチ
道路でつなぐというもの。
　インドの国外貿易、金融、商
業の中心地であるムンバイは
都市圏人口約1,800万人＊。近年
急速な都市化が進み、人口過密、

慢性的な交通渋滞、土地価格高
騰とさまざまな課題が負の連鎖
を起こしていた。中心部は半島
の先端にあり開発余地が少ない
ことから、インド政府は対岸の
人口約110万人＊のナビムンバイ
地域の都市開発を推進してきた。
　横断道路の開通は、湾をぐるっ
と周回する道路と鉄道が各１本
のみであった両地域の連結性を
改善するだけでなく、地域の生
活環境の改善、経済成長とさま
ざまな貢献が期待されている。

全長約18kmと、完成すれば東京湾アクアラインよりも長い海上道路となる。在インドの
日本企業からもビジネスの活性化、活動の効率化への期待が高まっている。

写真提供：MMRDA/L&T-IHI Consortium

2017年、社会人採用で
JICAに入構。審査部を
経て、19年２月より南
アジア部南アジア第一
課に配属。現在はおも
にインドの道路交通セ
クターなどの有償資金
協力の新規事業形成な
どに携わっている。

南アジア部　
南アジア第一課

小井手聡太さん

KOIDE Sota

＊ 2011年国勢調査
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ルールに基づくことで
心地よいリズムが生まれる
シシド・カフカ さん    ミュージシャン、俳優  

メキシコ出身。中学校時代をアル
ゼンチンで過ごし、ドラムを始め
る。ドラムボーカルのスタイルで
2012年にCDデビュー。ミュージ
シャン、俳優、モデルなど多方面
で活躍。18年10月より「el tempo」
を主宰。現在２か月に１回、渋谷
duo MUSIC EXCHANGEにて定期公
演を開催しており、次回は６月15
日予定。８月11日公開の映画『リボ
ルバー・リリー』に俳優として出演。

SHISHIDO Kavka

looking
beyond horizons
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平和と公正を
すべての人に

法の支配特 集

「法の支配」とは、国家権力を法の下に置き、権力の濫用から
特に脆弱な者を守り、人々の自由や権利を保障するという考え方。
すべての国の国内のみならず、国際社会においても不可欠な基本原理だ。
SDGs目標16「平和と公正をすべての人に」も、ターゲットのひとつに
国家・国際的なレベルでの法の支配の促進を掲げている。
法の支配の実現に向けて、JICAが進めるさまざまな取り組みを紹介する。

私たちの身近にある
「法の支配」との接点
法の支配を守り発展させていくことは、私たちの
自由や権利、人間の尊厳を守ることにつながる。
法の支配と私たちの生活との接点の例を示した。

世界人権宣言や日本国憲法などに記さ
れている「表現の自由」は、達成すべ
きと考えられている人類共通の権利の
ひとつ。国家による検閲の禁止や著作
権を守ることなどで表現の自由が実現
する。

政府から独立した公共放送が目指すの
は、正確・公平・公正な報道を行うこ
と。権力の監視など、法の支配を強化
するための重要な役割をもつ。JICAは
公共放送の機能強化などを各国で行っ
ている（P14-15参照）。

国際的なルールに則って行わ
れる貿易や、公正な取引、協
力、競争が、活発な経済活動
を促す。海運を利用した貿易
を行う場合は安全に航行でき
ることが不可欠。JICAは海上
保安分野の協力も行う（P20-
21、P30-31参照）。

04      JUNE 2023 文／高瀬由紀子　イラスト（P4-5）／白鳥みちこ ＊1 World Justice Project, Global Insights on Access to Justice (2019) 　
＊2 United Nations, The Sustainable Development Goals Report 2021 (2021) JUNE 2023      05
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平和と公正を
すべての人に

法の支配 　国際社会が不安定さを増すなか、国連
をはじめとした国際会議や、岸田文雄首
相の演説などで、国内外で繰り返し言及
されている「法の支配」。国家権力を法の
下に置き、権力の濫用から特に脆弱な者
を守り、人々の自由・権利を保障すると
いう考え方だ。
　ただし、「法の支配」における “法” とは、
法律とは異なる意味だと弁護士の酒井邦
彦さんは語る。「わかりやすく言い換え
るなら、“正義” でしょうか。法（正義）に
よる支配を促進することは、人が与えら
れた命を最大限に発揮できる喜びをもつ
こと、つまり人間の尊厳を守ることにつ
ながります」
　 一 般 に は な じ み の 薄 い「 法 の 支 配 」
を理解するうえでヒントになるのが、

SDGs（持続可能な開発目標）だと酒井
さんは言う。「『人や国の不平等をなくそ
う』『平和と公正をすべての人に』など、
SDGsの17の目標はすべてが人間の尊厳
を守り高めるためのもの。言い換えれば、
SDGsは法の支配を促進するための方法
を具体的に示したものなのです」
　世界には司法制度、行政、警察、メディ
アなどが機能していないゆえに法律が正
しく運用されず、人々の権利が守られて
いない国や地域が多数存在する。国際機
関の調査を例にとると、民事や行政の問
題で救済されていない人が14億人＊1、児
童労働に従事する子どもが1.6億人＊2な
ど、多くの人が自由や権利を脅かされ苦
しんでいることが指摘されている。
　問題解決に向けてJICAが取り組んで

法務省、外務省、国連機関などでさ
まざまな法制度整備支援、司法改革、
汚職防止、犯罪者の更生支援、子ど
も虐待防止のプログラムの企画・
実施に携わってきた。現在、弁護士、
国際民商事法センター理事など。

TMI総合法律事務所
弁護士

酒井邦彦さん

SAKAI Kunihiko

中国事務所、東南アジア第二課長
（カンボジア、ラオス担当）などを経
て、2022年３月より現部署で勤務。
法・司法、行政・財政・金融などガバ
ナンス分野全般の方針作成、事業推
進、外部パートナー連携に従事。

JICAガバナンス・平和構築部

竹原成悦さん

TAKEHARA Masayoshi

語  る  人

法の支配を実現し、国民の人権を保障
するために欠かせないのが公平で公正
な裁判。JICAは法令の整備・運用改善、
法律に関わる人材の能力強化などに加
えて、裁判を含む司法へのアクセスを
可能にする協力も実施（P8参照）。

選挙は国民が主権を行使し、政治に参
加する重要な機会。選挙管理委員会の
能力や国民の選挙に対する理解や参加
を高まることで、自由で公正な選挙に
つながる。JICAは選挙管理委員会の主
権者教育などを実施（P16-17参照）。

犯罪の予防や取り締まり、捜査などに
あたる警察は、法の執行機関として国
民の生命、身体、財産を保護している。
日本には住民から信頼される地域警察
が根づいており、JICAも各国で地域警
察アプローチを支援（P12-13参照）。
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きた活動のなかでも、核といえるのが法
制度整備支援だ。名古屋大学名誉教授の
森嶌昭夫さんによるベトナムへの協力を
契機として、1990年代から法学者、法務
省、最高裁判所、日本弁護士連合会（日
弁連）、外務省、JICAなどがベトナムやカ
ンボジア、ラオスなどで支援を行ってき
た。アジア各国でこの取り組みに携わっ
てきた酒井さんは、日本の特徴は長い目
で見た一貫性のある協力だと語る。「ま
ず、良い法律をつくること。その法律が
適用されるための良い法制度をつくる
こと。さらに良き法律家を育てることで、
初めて法律や制度に魂が吹き込まれるの
です」
　また、それぞれの国の制度や文化、考
え方を大切にした “テーラーメイドの協
力” も日本の特徴だと酒井さんは説明す
る。そのため、プロジェクトを始める前

に徹底したニーズ調査を行い、そのニー
ズを客観的に検証しながら丁寧に協力を
進めていくのが日本流。たとえばカンボ
ジアの民法・民事訴訟法起草支援の際に
は、この分野の日本の専門家たちがカウ
ンターパートと200回もの会議を重ねて
起草作業を行ったという。
　現地に寄り添いながら進められてきた
日本の法制度整備支援だが、「整備され
た法律を、一般の人々が理解し、活用す
るには時間がかかります。ですから、法
律が自分たちの権利を守ってくれるとい
う考えをもってもらうこと、司法へのア
クセスを改善することも大切と考えてい
ます」と語るのは、JICAガバナンス・平
和構築部の竹原成悦さん。たとえばカン
ボジアでは、JICAによる協力のなかで初
めて裁判の判決書が公開され、人々が司
法省のウェブサイトを通じて閲覧するこ

とができるようになったという。
「法の支配のため、法制度整備支援以外
にも、警察、メディア、ビジネスと人権
などの分野にも力を入れています」と竹
原さんは続ける。インドネシアやグアテ
マラでは、日本の交番制度をモデルに市
民に信頼される警察組織づくりに協力し
ている（P12-13参照）。ウクライナやコソ
ボでは、政府から独立して中立的な立場
で情報発信を行う公共放送を支援（P14-
15参照）。また、持続可能なカカオ産業
の実現を目標に、児童労働などの人権問
題の解決に向けた企業・NGOとの協働・
共創の取り組みを始めている。国内の関
係省庁、専門家、企業、NGO、国際機関
など、多種多様なパートナーと連携しな
がら、今後も取り組みをいっそう深めて
いく予定だ。
　法の支配はまた、国際社会にも適用さ

れる概念だ。小国も含めすべての国が力
の恐怖から解放されるため、国連憲章の
紛争の平和的解決や武力行為の禁止に代
表される国際法を遵守することが不可欠
なのだ。

法の支配が後退したときも
前進に向けて歩み続けたい

「日本が提唱し、他の多くの国々が賛同
している『自由で開かれたインド太平洋

（FOIP＊3）』に、各国・国際機関と連携し
ながら、開発協力を通じて貢献していき
たい」と竹原さんは語る。FOIPとは、太平
洋からインド洋に至る広大な地域におい
て自由と法の支配を擁護し、地球規模の
課題に対処し、地域全体の連結性を高め、
安全・安定を確保することで、地域全体の
平和と繁栄を目指すというもの。海洋国
家である日本にとって、海上保安能力の

社会基盤をともにつくるパートナー
国際機関、行政機関、公的団体、NGOなどさまざまな組織が、それぞれの特徴を生かして法の支配を
促進するための取り組みを進めている。JICAとともに法の支配に取り組むパートナーからのメッセージを紹介。

国際刑事裁判所  裁判官

赤根智子さん  AKANE Tomoko

　司法過程における取り組みは、法の支配の推進に深く関わっていま
す。国際刑事裁判所（ICC）が取り組む戦争犯罪人などに対する裁判は、
当該国の司法当局のみならず、国民の協力を得ながら進めます。当裁
判所の書記局は、アウトリーチ（事件の起きている国の住民に対して
行うICCに関する教育・啓発・普及活動）の一環として、被害者や加害
者コミュニティでの啓発活動を行っています。JICAの行う法制度整備
支援活動に深く敬意を表します。息の長い活動をお願いします。

国際刑事警察機構  金融犯罪・汚職対策センター オペレーション課長

嘉屋朋信さん  KAYA Tomonobu

　国際刑事警察機構（ICPO-INTERPOL）は各国の警察機関を
構成員とし、犯罪の捜査における国際的な協力を目的とした
機関です。法の支配の促進を妨げる汚職や組織犯罪との各
国の戦いを支援するため、国際犯罪に関する情報の収集と
交換、国際手配書の発行、捜査能力向上のための訓練などを
行っています。JICAとの協力により各国への支援を強化し、
法の支配を国際社会の隅々まで浸透させるよう努めます。

ASEAN警察長官会合事務局を訪問し、国際金融犯罪対
策での協力について事務局次長と議論した。

アウトリーチ活動の一環で、実際の刑事裁判に関し、
関係がある地域住民への啓発活動を行う様子（マリ）。
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とができるようになったという。
「法の支配のため、法制度整備支援以外
にも、警察、メディア、ビジネスと人権
などの分野にも力を入れています」と竹
原さんは続ける。インドネシアやグアテ
マラでは、日本の交番制度をモデルに市
民に信頼される警察組織づくりに協力し
ている（P12-13参照）。ウクライナやコソ
ボでは、政府から独立して中立的な立場
で情報発信を行う公共放送を支援（P14-
15参照）。また、持続可能なカカオ産業
の実現を目標に、児童労働などの人権問
題の解決に向けた企業・NGOとの協働・
共創の取り組みを始めている。国内の関
係省庁、専門家、企業、NGO、国際機関
など、多種多様なパートナーと連携しな
がら、今後も取り組みをいっそう深めて
いく予定だ。
　法の支配はまた、国際社会にも適用さ

れる概念だ。小国も含めすべての国が力
の恐怖から解放されるため、国連憲章の
紛争の平和的解決や武力行為の禁止に代
表される国際法を遵守することが不可欠
なのだ。

法の支配が後退したときも
前進に向けて歩み続けたい

「日本が提唱し、他の多くの国々が賛同
している『自由で開かれたインド太平洋

（FOIP＊3）』に、各国・国際機関と連携し
ながら、開発協力を通じて貢献していき
たい」と竹原さんは語る。FOIPとは、太平
洋からインド洋に至る広大な地域におい
て自由と法の支配を擁護し、地球規模の
課題に対処し、地域全体の連結性を高め、
安全・安定を確保することで、地域全体の
平和と繁栄を目指すというもの。海洋国
家である日本にとって、海上保安能力の

強化も重要課題で、JICAの協力の一例と
して、2015年から海上保安庁などと連携
し、海上保安分野の専門家を育成するプ
ログラムが実施されている（P30-31参照）。
　ロシアによるウクライナ侵略など、力
の行使が相次ぐ近年、法の支配の後退を
指摘する声もある。しかし、これまでの
支援が無に帰することは絶対にないと酒
井さんは力を込める。
「法の支配を促進するということは、
人々の心に個人の尊厳や自由の大切さを
より広く深く植え付けていくということ。
非常に時間がかかるものですが、人類の
歴史のなかで行きつ戻りつしながらも
着実に前進してきました。ですから、後
退が見られるときも決して歩みを止めず、
前進に転じられるよう支援を推し進めて
いくべきだと思います」
　日本で暮らす私たち一人ひとりも、世

界に目を向け共感力を養うことで、法の
支配の大切さを認識してほしいという酒
井さんの言葉に、竹原さんも頷く。
「ウクライナ侵略で、自由や人権が脆い
基盤の上にあるという現実が改めて顕在
化しました。法の支配を促進する意義を
きちんと受け継ぎ、さまざまな主体が連
携して守っていかないと崩れてしまうも
のだと。私たちも危機感をもって世界を
見て向き合っていくことが大事だと思い
ます」
　私たち一人ひとりが自分ごととして世
界をウォッチし、行動することも、法の支
配の維持や強化を後押しするに違いない。

ガバナンス分野の
協力概要はこちら

もっと知りたい
法の支配とJICA

日本司法支援センター（法テラス）
本部国際室 室長・弁護士

冨田さとこさん
TOMITA Satoko

　法テラスが携わる外国人支援の現
場では、「法律家が私を助けてくれ
るはずはない」と思い込み、手当て
が遅れてしまった方に出会います。
母国で「法に守られていた」という
経験があれば、もっと早くに声を上
げられていたかもしれません。国内
の法的支援をスムーズに実施するた
めにも、内外で法の支配を行き渡ら
せようとするJICAの努力に期待し
ています。

法務省  審議官

柴田紀子さん
SHIBATA Noriko

　 法 務 省 で は、長 年、JICAと と も
に法制度整備支援などを実施して
ASEANを含む各国の法の支配の推
進に貢献し、信頼関係を築き上げて
きました。2023年７月には東京で日
ASEAN特別法務大臣会合を開催し
ます。これを機に、法制度整備支援
などのいっそうの充実を図り、法の
支配の強化に努めてまいります。

国連アジア極東犯罪防止研修所   所長

森永太郎さん
MORINAGA Taro

　国連アジア極東犯罪防止研修所
（UNAFEI）は、途上国の刑事司法・

犯罪者処遇に関する国際研修などを
通じて、長年にわたり数多くの国の
法の支配の強化に貢献してきまし
た。昨今の国際情勢のなか、開発協
力は法の支配なしには考えられませ
ん。UNAFEIは 今 後 もJICAと の 連 携
の下、世界各国の刑事分野における
法の支配の浸透に向けて努力を続け
ていきます。

打ち合わせをする冨田さん。法テラスは
困っている外国人の相談に乗ったり、外
国人が暮らしやすくする支援を行う。

さまざまな国際研修を実施するUNAFEI。
写真は久しぶりに対面で開催した「汚職
防止刑事司法支援研修」時のもの。

ASEAN高級法務実務者会合に参加した
柴田さん。日本はASEANが法分野におい
て協力を強化する「対話パートナー」に
域外国として初めて選ばれた。
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法の支配とつながる
７つのキーワード

KEYWORDS

法の支配と深くつながる理念から近年話題の言葉まで、
特集を読み進めていくうえで欠かせない７つの用語をピックアップ。
それぞれの言葉の定義に加え、JICAの取り組みとの関連を示した。

　人々の保護と能力強化を通じて、
すべての人々が恐怖と欠乏から免れ、
尊厳を全うすることができる世界を
創る、という考え方。JICA は人間
の安全保障をすべての取り組みに通
底する理念として開発協力を推進し
ている。一部の国家において、国民
を保護すべき政府が国民、特に脆弱
な人々の尊厳を脅かし、法の支配や

言論の自由の危機などが深刻化する
なか、平和や秩序の維持・強化に向
けた協力の重要性は増している。

人間の安全保障 Human Security

　日本政府が提唱し多くの国・機関
が賛同する「自由で開かれたインド
太平洋（FOIP）」は、力や威圧では
なく、自由、法の支配、多様性、包
摂性、開放性を重視しながら発展さ
せる構想。JICA は、法制度整備や海
上保安分野などの法の支配に向けた
協力を行っている。加えて、インフラ・
人・デジタルなどの連結性の強化な

自由で開かれたインド太平洋（FOIP） Free and Open 
Indo-Pacific

　意図的に広められる虚偽情報や不
正確な情報。偽情報のうち、選挙な
ど民主主義の重要な手続きに影響を
与える情報操作型のサイバー攻撃は
国家の意思決定を左右し、国家の存
立をおびやかす存在ともなる。一方
で公的機関が行う情報管理は、情報
操作防止が目的であっても表現の自
由の侵害にもつながりかねない。総

偽情報 Disinformation

　裁判など、紛争を適正に解決する
ための手続きを誰もが利用できるよ
うにするための取り組み、そのため
の制度。なお、適正な内容のルール
が整備され、公正に運用されたとし
ても、市民側にルールや手続きにつ
いての基礎知識がなければ多様な紛
争解決制度にアクセスできず、法の
支配の下で保障された権利や利益を

享受できない。そこで JICA は、法
情報提供サービスや弁護士会組織の
強化、法令の普及・啓発などを行い、
紛争解決手続きの最初の一歩を踏み
出しやすくしている。また、裁判に
よらず法的トラブルを解決する調停
などの裁判外紛争解決手続（ADR ＊ 1）
の促進にも取り組み、司法アクセス
の向上を目指している。

司法アクセス Access to Justice

　権力は人民に由来し、権力を人民
が行使するという考えとその政治形
態（広辞苑）。自由で公正な選挙の
有無で民主主義か否かを判断する
という考え方もある。民主主義は経
済や社会の発展を支え、社会の分
断を回避し、公正で誰も取り残さな
い社会を実現するためにきわめて重
要だ。民主主義の下、人々の意思が

法に反映され、個人・集団、そして
政府も法の制約を受けるという点で、
民主主義と法の支配は支え合ってい
る。JICA の法の支配に向けた支援は、
民主主義の定着や浸透にもつながっ
ている。一方、政治制度としての民
主主義は多様で、普遍的な価値とと
もに相手国の制度や文化を尊重する
姿勢が協力を進めるうえで不可欠。

民主主義 Democracy

人間の安全保障と
開発協力についての
YouTube動画は
こちら

08      JUNE 2023 構成／岩井光子　イラスト／白鳥みちこ　＊1 Alternative Dispute Resolution ＊2 総務省「プラットフォームサービスに関する研究会」最終報告書 JUNE 2023      09

仕上サイズ
データ 登録
297
210
左アキ

297
210
左

天地
左右
アキ

P08-09_キーワード_0511_o6_nyu_2.indd   8P08-09_キーワード_0511_o6_nyu_2.indd   8 2023/05/20   18:432023/05/20   18:43

法の支配とつながる
７つのキーワード

KEYWORDS

法の支配と深くつながる理念から近年話題の言葉まで、
特集を読み進めていくうえで欠かせない７つの用語をピックアップ。
それぞれの言葉の定義に加え、JICAの取り組みとの関連を示した。

　国家間や国際社会を規律する法。
国家間の文書合意である「条約」、文
章化されていないが慣行として成立
している「慣習国際法」、各国国内法
に共通して存在する「法の一般原則」
から成る。国内法と異なり、統一的
な立法機関がない、当事国合意がな
ければ裁判できない、実効的な執行
機関がないなどの特徴がある。外交、

貿易、環境保全、人権保障など国際
社会のさまざまな分野の活動を支え
ている。また国際法の存在が大国の
力による支配をけん制し、国の大小
を問わず法の支配下での平等を保障
しており、世界の平和と安全の維持
につながっている。JICA でも国際法
に携わる人材の育成を支援している

（P18-19 に関連記事）。

国際法 International Law

言論の自由の危機などが深刻化する
なか、平和や秩序の維持・強化に向
けた協力の重要性は増している。

人間の安全保障 Human Security

　日本政府が提唱し多くの国・機関
が賛同する「自由で開かれたインド
太平洋（FOIP）」は、力や威圧では
なく、自由、法の支配、多様性、包
摂性、開放性を重視しながら発展さ
せる構想。JICA は、法制度整備や海
上保安分野などの法の支配に向けた
協力を行っている。加えて、インフラ・
人・デジタルなどの連結性の強化な

どを支援し、FOIP に通底する「自由」
と「法の支配」を維持・強化し、地
域の平和、安定、繁栄の促進を目指
している（P20-21 に関連記事）。な
お、FOIP は必ずしもインド太平洋
地域だけに適用されるものではなく、
中東やアフリカ、中南米に至るまで、
FOIP のビジョンを共有する各国と、
その推進に取り組んでいくもの。

自由で開かれたインド太平洋（FOIP） Free and Open 
Indo-Pacific

　意図的に広められる虚偽情報や不
正確な情報。偽情報のうち、選挙な
ど民主主義の重要な手続きに影響を
与える情報操作型のサイバー攻撃は
国家の意思決定を左右し、国家の存
立をおびやかす存在ともなる。一方
で公的機関が行う情報管理は、情報
操作防止が目的であっても表現の自
由の侵害にもつながりかねない。総

務省が 2020 年に公表した調査＊2に
よると、偽情報に気づくきっかけは

「後から報道で（真実を）知った」が
最多だった。偽情報に触れずにいる
ことは難しいが、メディアリテラシー
の向上など情報の受け手が真偽を判
断できる環境整備が大事。この点か
ら JICA では信頼できる公共放送の
育成に取り組む（P14-15 に関連記事）。

偽情報 Disinformation

　国民が政治や社会に関心をもち、
自分ごととして捉えたうえで選挙な
どに主体的に参加する態度を養う教
育のこと。主権者教育は、民主主義
の根幹である選挙が安定して円滑に
行われるために重要な取り組みであ
り、市民の民主主義への理解を深め、
エンパワーメントを促し、人間の安
全保障の実現にもつながる。JICA で

は選挙の意義や制度、有権者登録方
法、投開票の仕方などを伝える啓発
活動が、選挙時だけでなく平時にも
行われることを重視。具体的には選
挙管理委員会による学校などへの出
前授業の導入、選挙管理の実務作業
を説明した教材の開発、オンライン
セミナーの実施などさまざまな方法
で途上国の関係機関を支援している。

主権者教育 Voter Education

法に反映され、個人・集団、そして
政府も法の制約を受けるという点で、
民主主義と法の支配は支え合ってい
る。JICA の法の支配に向けた支援は、
民主主義の定着や浸透にもつながっ
ている。一方、政治制度としての民
主主義は多様で、普遍的な価値とと
もに相手国の制度や文化を尊重する
姿勢が協力を進めるうえで不可欠。

民主主義 Democracy

人間の安全保障と
開発協力についての
YouTube動画は
こちら
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法の支配発展促進プロジェクト
2018年7月～2023年7月案  件  名

ラオスの法律家を育てる
持続可能な法制度整備支援

国内の法の支配 ❶ in ラオス

約20年にわたるJICAのラオスへの法制度整備支援により、2018年にラオス初の民法典が成立。
弁護士や裁判官、検察官など次世代の法律家を育成することを重視する、寄り添い型支援とは？

度整備支援」だ。ラオスを例に紹介しよう。
　1975年に誕生した社会主義体制のラ
オスは、政情が不安定だったため経済開
発が遅れていたが、86年より市場経済を
導入したのを契機に、国際社会に適応す
るための法制度整備を早急に行う必要が
生じた。ラオスからの要請を受け、JICA
では98年から日本での研修や現地セミ
ナーを実施していたが、本格的に法制度
整備支援を開始したのは2003年のことだ。
「法律や制度は、その国に根づき運用さ
れることが何よりも大切です」。こう話
すのは、法務省の法務総合研究所国際協
力部（ICD）副部長の須田大さん。日本国
内でラオスへの法制度整備支援に携わっ
た後、JICA長期専門家として15年から18

　法の支配は政治を安定させ、社会の公
平を保ち、経済成長を促し、国を発展させ
ていく。そのために日本が途上国に対し
て法律づくりや人材育成など、法制度関
連の環境を整える支援をするのが「法制

年にラオスに派遣された経歴をもつ。
「日本の法律や制度を相手国に押しつけ
るのではなく、相手国の歴史や文化、生
活習慣を尊重し、その国の実情に合った
法制度をともに考えてつくる必要があり
ます。また、その法律や制度を適切に運用
し、必要に応じて改正できる人材を育て
ることも大切です。そうした理念から、法
律や制度をつくる過程を重要視していま
す」。日本の法制度整備支援が、プロセス
重視の寄り添い型といわれる所以だ。須
田さんは続ける。「日本式の支援が評価さ
れているのは、その理念を実現するため
に法務省、最高裁判所、日本弁護士連合
会、大学機関、そして実務法曹＊1のオール
ジャパンによる支援体制が整備されてい

る点だと思います。そして何よりも、長
期専門家が駐在し、日常的な支援活動を
展開しているのが最大の特徴です」
　現在ラオス最高人民裁判所副長官であ
り、JICAのプロジェクトにワーキンググ
ループメンバーとして参加したブンクワ
ン・タヴィサックさんも次のように振り
返る。「われわれと共通認識を形成して
から一歩一歩着実に進めてくれたので、
非常に活動しやすかったです。基本的に
ラオス人が主導し、必要なときにいつで
も専門家から助言を受けられる体制をつ
くってくれました」
　司法省、最高人民裁判所、最高人民検
察院、ラオス国立大学という法に関わる
４機関を巻き込んだ活動であることと、
各機関から若手メンバーを選びワーキ

2001年より検察官として地方検察
庁での勤務後、13年から法務省法務
総合研究所国際協力部に異動し、15
～ 18年ラオスに派遣。21年４月よ
り現職。

法務省 法務総合研究所 国際協力部　
副部長

須田 大さん

SUDA Hiroshi

語  る  人

6

合同調整委員会
（司法省次官・最⾼裁副長官・最⾼検次長検事・国立⼤学副学長・JICA）

⻑
期
専
⾨
家
チ
ー
ム

ラオス側実施機関

ワーキンググループ

報告・監督

助⾔

相談・助⾔

相談・
助⾔

相談・助⾔

相談・助⾔

相談 相談

司法省

最⾼人民
裁判所

最⾼人民
検察院

ラオス
国⽴大学

運営委員会 （各機関のプロジェクト・マネージャー）

民事法SWG＊2 刑事関連法
SWG

教育研修改善
SWG

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
グ
ル
ー
プ

相談

リエゾン・
ユニット

（各機関から
1〜2名）

ラオスにおける法制度整備支援の枠組み

人員
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法の支配発展促進プロジェクト
2018年7月～2023年7月

ラオスの法律家を育てる
持続可能な法制度整備支援

国内の法の支配 ❶ in ラオス

約20年にわたるJICAのラオスへの法制度整備支援により、2018年にラオス初の民法典が成立。
弁護士や裁判官、検察官など次世代の法律家を育成することを重視する、寄り添い型支援とは？

年にラオスに派遣された経歴をもつ。
「日本の法律や制度を相手国に押しつけ
るのではなく、相手国の歴史や文化、生
活習慣を尊重し、その国の実情に合った
法制度をともに考えてつくる必要があり
ます。また、その法律や制度を適切に運用
し、必要に応じて改正できる人材を育て
ることも大切です。そうした理念から、法
律や制度をつくる過程を重要視していま
す」。日本の法制度整備支援が、プロセス
重視の寄り添い型といわれる所以だ。須
田さんは続ける。「日本式の支援が評価さ
れているのは、その理念を実現するため
に法務省、最高裁判所、日本弁護士連合
会、大学機関、そして実務法曹＊1のオール
ジャパンによる支援体制が整備されてい

る点だと思います。そして何よりも、長
期専門家が駐在し、日常的な支援活動を
展開しているのが最大の特徴です」
　現在ラオス最高人民裁判所副長官であ
り、JICAのプロジェクトにワーキンググ
ループメンバーとして参加したブンクワ
ン・タヴィサックさんも次のように振り
返る。「われわれと共通認識を形成して
から一歩一歩着実に進めてくれたので、
非常に活動しやすかったです。基本的に
ラオス人が主導し、必要なときにいつで
も専門家から助言を受けられる体制をつ
くってくれました」
　司法省、最高人民裁判所、最高人民検
察院、ラオス国立大学という法に関わる
４機関を巻き込んだ活動であることと、
各機関から若手メンバーを選びワーキ

ンググループや各機関との橋渡しを担う
「リエゾン・ユニット」を設置している点
は、人材育成にフォーカスするラオス独
自の枠組みだ。また15年には裁判官、検
察官、弁護士を一緒に養成する国立司法
研修所が設立され、ともに学ぶことでほ
かの職種への理解が進み、法律について
共通認識をもつようになった。
　そうした取り組みが結実したのが、20
年に施行されたラオス史上初の民法典だ。
JICAが起草に関わり施行された民法は
ベトナム、カンボジア、ネパールに続き
４か国目となる。起草作業に６年に及ぶ
時間をかけたのは、日本のサポートを受
けながらラオスが主体となり、条文案を
深く理解したうえで議論して自分たちで
つくりあげたためだ。

　22年に現地を再訪した須田さんは、法
律家の実務能力の向上ぶりに驚いたと
いう。「文化や歴史に根ざした思考様式
が抽象化され、法律や制度になっていく。
そこに外国人が変化をもたらすのは大
変な作業です。相手の変化の兆しやモメ
ンタム（勢い、はずみ）を感じて待ち、常
に寄り添いながら目標に向かってともに
歩む。そうすることで少しずつ形を変え、
定着していくのだと思います」。20年に
及ぶ法制度整備支援は着実に芽を出し、
ラオスで花開こうとしている。

プロジェクトの詳細を
JICAのサイトでチェック

もっと知りたい
法制度整備支援

1  プロジェクトメンバーの
法律への理解力向上を目指し、
組織の垣根を越えて議論を重
ねた。2  首都ビエンチャンに
ある国立司法研修所。裁判官、
検察官、弁護士を目指す人が
一緒に研修を受けている。3  
検察官である須田さん（左か
ら３人目）は法曹人材育成と
刑事分野の実務改善を担当。
4  プロジェクトで作成され

た教科書や実務マニュアル。

5  2012年に起草が開始され18年に国会で承認された、630か条から成るラオス民法典。6  民法典完成を祝う歌の作
詞・作曲・編曲を手がけたマノデート・チュンタヴォンさんはJICAプロジェクトで通訳などを担当。7  施行日の20年
５月27日にはサイシー司法大臣（中央）から日本への謝意と民法典普及・活用に向けた協力への期待が述べられた。

1
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7
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住民との信頼関係がカギを握る
地域警察プロジェクト

国内の法の支配 ❷ in グアテマラ

人権を尊重し、市民の安全を守る「法の支配」を実現するため、法執行機関の人材育成を進めるグアテマラ。
日本の地域警察をモデルに、市民と警察の信頼関係を犯罪の抑止力にしようという取り組みを紹介する。

　麻薬組織やギャングによる犯罪が多発
するグアテマラは、2014年時点で殺人発
生率が世界９位＊と高く、治安状況のよく
ない国とされていた。とりわけ首都圏は
治安上の課題を多く抱えるが、法執行を
担う警察組織は1996年までの軍事独裁政
権下で人権侵害に加担していた経緯もあ
り、市民の信頼を得ることができず、その
機能を十分に果たせずにいた。このよう
な状況を打破すべく、16年にJICAが技術
協力を行う「地域警察プロジェクト」がス
タートした。首都圏の４つの警察分署と
全国の警察幹部を対象に、地域警察活動
の普及と強化のための人材育成に取り組
むものだ。調整役としてプロジェクトに

携わる関川実来さんはこう語る。
「地域警察の意義は、地域の治安を住民
とともに守ることにあります。地域住民
と信頼関係を築くことで住民からさまざ
まな情報がもたらされ、犯罪の未然の防
止につながるのです」
　JICAグアテマラ事務所長の山口尚孝
さんによると、地域警察に注目したのは、
グアテマラに先駆けて行われたブラジル
の警察改革の成功例が理由である。90年
代末、深刻な治安悪化に悩まされていた
サンパウロ州都市圏では日本の地域警察
の導入に取り組んだ。JICAは、警察庁の
協力のもとに現職警官を専門家として派
遣し、交番制度の導入支援などを行った。

その結果、同州の治安が大幅に改善した
のである。このブラジル流の地域警察手
法をグアテマラにも広めることが、「地
域警察プロジェクト」の主眼だ。
「プロジェクトでは住民とともにごみ
拾いを行い、小中学校を訪問して防犯知
識を広め、家庭を訪問して巡回連絡を行
うなど、住民とのつながりを強める地道
な交流を重ねました。当初、分署に派遣
されている警察官たちは地域住民と交流
する意義を感じておらず、活動内容に抵
抗感を抱いていましたが、住民から声を
かけられようになったり頼られたりとい
う体験を経て、やりがいを感じるように
なっていきました」と関川さんは言う。
　こうした活動が変えたのは警察のあり
方だけではない。警察官と触れ合うなか
で、地域住民たちにも「地域を守るのは
自分たちである」という意識改革がもた

地域警察プロジェクト
2021年８月～2026年８月案  件  名

JICA研究所で企画課長としてブルッ
キングス研究所、戦略国際問題研究
所などとの共同研究プロジェクトに
従事した後、2019年より現職。グア
テマラのイストモ大学で教鞭も執る。

JICA グアテマラ事務所長

山口尚孝さん

YAMAGUCHI Naotaka

新潟県出身、行政改善（犯罪防止）／ 
業務調整専門家。2021年より調整役
として地域警察プロジェクトに従事
している。中南米での活動が多く、
グアテマラの赴任は今回で３回目。

JICA 専門家

関川実来さん

SEKIKAWA Miku

語  る  人

ブラジル・サンパウロ州のスラム
街で行われた活動を参考に、警察
官と地元住民が手を携え、落書き
をストリートアートに変える活動
を実施。子どもたちも自らの手形
で壁画制作に参加した。

Photo: Daniel Hernández - Salazar
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住民との信頼関係がカギを握る
地域警察プロジェクト

国内の法の支配 ❷ in グアテマラ

人権を尊重し、市民の安全を守る「法の支配」を実現するため、法執行機関の人材育成を進めるグアテマラ。
日本の地域警察をモデルに、市民と警察の信頼関係を犯罪の抑止力にしようという取り組みを紹介する。

携わる関川実来さんはこう語る。
「地域警察の意義は、地域の治安を住民
とともに守ることにあります。地域住民
と信頼関係を築くことで住民からさまざ
まな情報がもたらされ、犯罪の未然の防
止につながるのです」
　JICAグアテマラ事務所長の山口尚孝
さんによると、地域警察に注目したのは、
グアテマラに先駆けて行われたブラジル
の警察改革の成功例が理由である。90年
代末、深刻な治安悪化に悩まされていた
サンパウロ州都市圏では日本の地域警察
の導入に取り組んだ。JICAは、警察庁の
協力のもとに現職警官を専門家として派
遣し、交番制度の導入支援などを行った。

その結果、同州の治安が大幅に改善した
のである。このブラジル流の地域警察手
法をグアテマラにも広めることが、「地
域警察プロジェクト」の主眼だ。
「プロジェクトでは住民とともにごみ
拾いを行い、小中学校を訪問して防犯知
識を広め、家庭を訪問して巡回連絡を行
うなど、住民とのつながりを強める地道
な交流を重ねました。当初、分署に派遣
されている警察官たちは地域住民と交流
する意義を感じておらず、活動内容に抵
抗感を抱いていましたが、住民から声を
かけられようになったり頼られたりとい
う体験を経て、やりがいを感じるように
なっていきました」と関川さんは言う。
　こうした活動が変えたのは警察のあり
方だけではない。警察官と触れ合うなか
で、地域住民たちにも「地域を守るのは
自分たちである」という意識改革がもた

らされた。両者に信頼関係が構築された
結果、殺人事件が頻発する地域で事件が
大幅に減少するなど、治安が改善。さら
に地域行政そのものが活性化した。
　この成功を受け、21年からは取り組み
を首都圏の55の分署・2,500人の警察官
に拡大して展開中である。
「16年にスタートしたプロジェクトの
成功のカギは、一人ひとりの警察官に親
身に寄り添うサポートでした。対象地域
が拡大したことで、前回のような個別の
寄り添いは難しくなります。将来的にグ
アテマラが地域警察の業務を独自に維
持・発展させることを見据え、各警察分
署のトップおよびその上位に位置する警
察署の幹部を巻き込みながら進めている
ところです」と関川さんは続ける。
　プロジェクトのゴールは、地域警察
を政策化・制度化し、全国に展開するこ

と。すでに警察学校や警察内部で行われ
る昇級コースには地域警察のカリキュラ
ムが盛り込まれており、全国展開に向け
てのプロセスが進行中という。また、「コ
ミュニティポリス」という言葉が警察内
部、および警察を統括する内務省で一般
的に用いられるようになるなど、地域警
察という考え方が普及しつつある。山口
さんは次のように語る。
「法の支配において大切なのは、人権の
尊重という概念です。このプロジェクトが
長期的に目指すのは、地域警察によって
法の支配に基づく治安維持・改善が行わ
れ、市民の安全が守られることなのです」

プロジェクトの詳細を
JICAのサイトでチェック

もっと知りたい
地域警察の取り組み

地域警察プロジェクト
2021年８月～2026年８月

1  地域警察プロジェクトでグアテマラ側のチームリーダーを務めているカルバハル
警部（中央）と、チナウトラ市サンタ・イサベル地区コミュニティ開発委員会（自治会
に類似する委員会）のメンバー。2  今回のプロジェクトでは地域巡回用のオートバイ
200台が日本から供与された。3  商店や家庭を個別に訪問し、信頼を深める警察官。
4  子どもたちと交流を図るため、サッカー大会などのイベントを開催。5  ブラジルで

行われた研修の様子。6  学校で子どもたちに折り紙を教える。
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Photo: Daniel Hernández - Salazar
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公共放送の役割を自覚し
正しい報道を続ける

法の支配の強化 ❶ in ウクライナ

民主国家の根幹である「法の支配」が機能しているか監視する役割をもつメディア。
2017年からJICAは「ウクライナ公共放送局」に対して公共放送としての役割が担えるよう協力してきた。

公共放送局（PBC＊）のニュースです。記
者たちは足を使い、命がけで情報を得て
います」。そう語るのは、長年JICAでメ
ディア強化に携わっている国際協力専門
員の橋本敬市さんだ。
　1991年に旧ソ連から独立したウクラ
イナは、2014年のマイダン革命を経て
民主化への道を歩んできた。その過程で
国営文化TV・ラジオ局、全国23の地方局、
映画制作会社など合わせて32社が一つ
になってPBCがスタートした。
　JICAは17年から５年間、報道体制の確
立や番組制作の支援、機材の提供などを
行うプロジェクトを実施した。「公共放
送には、権力から独立してそれを監視し、
国民に正しい情報を伝える役割がありま

「今のウクライナは燃料や食料などさま
ざまなものが不足していますが、いちば
ん不足しているのは正しい情報です。ロ
シアからのプロパガンダや偽情報がある
なかで、信頼されているのはウクライナ

す。国営放送時代は政府から情報を得る
だけでしたので、自分の足を使って情報
をつかみ、隠された真実を伝える『調査
報道』ができるように、NHKインターナ
ショナルの協力を得て、研修やセミナー
などを実施しました」と橋本さんは語る。
災害などを想定した緊急時の報道体制の
確立や、情報をもっている警察や消防な
どの機関と記者との関係づくり、番組制
作技術の向上なども行った。
　そんななかでウクライナ側から出てき
たのが、非常時のバックアップセンター
を作りたい、という要望だった。「NHK大
阪放送局は、大地震などで東京の放送局
が機能しなくなったときに、全国に情報
を発信するバックアップセンターになっ

ています。そのために、毎日全国放送の
訓練を行っています。日本での研修でそ
の様子を見て、自分たちにも必要だと感
じたようです」
　その要望に応えるためのプロジェクト
フェーズ２が始まろうとした矢先に、ロ
シアによるウクライナ侵略が起きた。当
初、首都キーウのテレビ塔が破壊され、
橋本さんは日本で気を揉んでいた。「と
ころがPBCはキーウからポーランド国境
に近いリヴィウに拠点を移して放送を続
けました。バックアップセンターの候補
地としてリヴィウを考えていたので、迅
速な対応ができたのではないか」と考察
する。さらに22年３月にキーウ近郊のブ
チャで発生したとされるロシア軍によ

新 聞 記 者 を 経 て、2007年 か らJICA
国際協力専門員としてブータン、南
スーダン、コソボなどでメディア強
化に携わる。ウクライナのプロジェ
クトはフェーズ１から参加。

JICA 国際協力専門員

橋本敬市さん

HASHIMOTO Keiichi

語  る  人

公共放送組織体制強化プロジェクト フェーズ２
2023年2月〜2026年2月案  件  名

1  2  PBC支局では地下にスタジオを作り、空襲警
報が鳴っても放送を続けている。開局当時は古い
機材も多かったが、JICAのプロジェクトを通して新
しい機材が増えている。3  破壊された支局。窓ガ
ラスに残る銃弾の跡が状況の厳しさを物語る。
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公共放送の役割を自覚し
正しい報道を続ける

法の支配の強化 ❶ in ウクライナ

民主国家の根幹である「法の支配」が機能しているか監視する役割をもつメディア。
2017年からJICAは「ウクライナ公共放送局」に対して公共放送としての役割が担えるよう協力してきた。

す。国営放送時代は政府から情報を得る
だけでしたので、自分の足を使って情報
をつかみ、隠された真実を伝える『調査
報道』ができるように、NHKインターナ
ショナルの協力を得て、研修やセミナー
などを実施しました」と橋本さんは語る。
災害などを想定した緊急時の報道体制の
確立や、情報をもっている警察や消防な
どの機関と記者との関係づくり、番組制
作技術の向上なども行った。
　そんななかでウクライナ側から出てき
たのが、非常時のバックアップセンター
を作りたい、という要望だった。「NHK大
阪放送局は、大地震などで東京の放送局
が機能しなくなったときに、全国に情報
を発信するバックアップセンターになっ

ています。そのために、毎日全国放送の
訓練を行っています。日本での研修でそ
の様子を見て、自分たちにも必要だと感
じたようです」
　その要望に応えるためのプロジェクト
フェーズ２が始まろうとした矢先に、ロ
シアによるウクライナ侵略が起きた。当
初、首都キーウのテレビ塔が破壊され、
橋本さんは日本で気を揉んでいた。「と
ころがPBCはキーウからポーランド国境
に近いリヴィウに拠点を移して放送を続
けました。バックアップセンターの候補
地としてリヴィウを考えていたので、迅
速な対応ができたのではないか」と考察
する。さらに22年３月にキーウ近郊のブ
チャで発生したとされるロシア軍によ

るウクライナ人虐殺に関する調査報道
が、同 年11月、国 際 テ レ ビ 祭「Heart of 
Europe」でドキュメンタリー部門賞を受
賞。今は、政府の要請で民放４局などと
24時間ニュースを流し続ける「ニュース
マラソン」に参加しているほか、本局と
支局をつなぎ、政府の検閲を受けない独
自のニュースマラソンも放送中だ。「こ
うした姿勢が国内外から信頼できるメ
ディアとして評価されています。記者た
ちも今、報道人として何をすべきなのか
を考え、意識高く仕事に臨んでいます」
　プロジェクトのフェーズ２は、23年２
月から本格的に始まった。初年度の目標
は、紛争や災害にも盤石な報道を行うた
めの機材や体制の整備。22ある支局の中

から地域の中核となる拠点局を６つ定
め、そのうちの２か所を対象に拠点局の
役割などを学ぶ研修を日本で行う予定
だ。「法の支配は民主国家の根幹で、それ
がきちんと機能しているかを監視するの
がメディアの役割。ですからメディアは
第４の権力と言われます。PBCの記者た
ちのジャーナリストとしての意識はとて
も高い。NHKが蓄えてきた経験を共有し、
公共放送としてより成熟していくために、
私たちもしっかりと協力していきます」

戦時下のウクライナへの
支援はこちらでチェック

もっと知りたい
公共放送支援

公共放送組織体制強化プロジェクト フェーズ２
2023年2月〜2026年2月

1  2  PBC支局では地下にスタジオを作り、空襲警
報が鳴っても放送を続けている。開局当時は古い
機材も多かったが、JICAのプロジェクトを通して新
しい機材が増えている。3  破壊された支局。窓ガ
ラスに残る銃弾の跡が状況の厳しさを物語る。

7  PBCで行われたモバイル中継装置の寄贈式。8  公共放
送の役割などをテーマにウクライナで行われたフェーズ
１のセミナー。9  2022年11月、ポーランドでPBCとJICA
の間でフェーズ２に関する討議議事録に署名が行われ、
プロジェクトの実施が決まった。左から２番目がPBC会
長のミコラ・チェルノティツィキーさん、左端が橋本さん。

4  5  攻撃された現場を取材するPBC
の記者たち。常に危険と隣り合わせ
で、取材をするための機材も十分で
はないが、懸命に真実を伝えようと
日々活動している。6  停電時でも放
送を続けらるように日本が供与した
発電機。ほかにも高画質のライブ映
像を送ることができるモバイル中継
装置やカメラなども提供した。
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2011年に実施されたスーダンからの独
立の是非を問う住民投票。プラスチッ
ク製の投票箱に投票用紙を入れる女性。

©
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上：南スーダンでのセミナーで、選挙管理について話す辰巳さ
ん（中央）。講義の後の質疑応答も活発だった。右：選挙管理委
員会の責任者などが集まったセミナーの参加者たちと。

信頼できる選挙を実施し
国づくりへの一歩を踏み出す

法の支配の強化 ❷ in 南スーダン

南スーダンでは、2011年の独立以来初めてとなる総選挙が24年に予定されている。
公正な選挙の実施に向けて、JICAは選挙管理に対する協力を行っている。

　法の支配を強化し、民主的な国の根幹
を支える選挙。日本では有権者登録から
投開票まで、選挙管理は円滑に実施され
ていて、信頼度も高い。だからこそ選ば
れた人に政治を任せることができる。
　そうした選挙の実施に必要なのが、選
挙管理を公正に透明性高く運営できる
「選挙管理委員会」だ。しかし国によって
は、選挙管理の知見が不足していて混乱
を招くこともある。そこでJICAでは長年、
選挙管理委員会の能力強化をサポートし
てきた。その経験が今、南スーダンで生

かされている。
　南スーダンは、スーダンから分離独立
した2011年以降、国内紛争で政情不安が
続いたが、18年に政府と反政府勢力間で
和平協定を締結。24年末に大統領選も含
めた初の総選挙が予定されている。しか
し過去に独立の賛否を問う住民投票は
あったものの、選挙の経験がほとんどな
い。そこで国際社会による選挙管理支援
が実施されていて、JICAも協力している。
　選挙の実施には、選挙制度の設計や選
挙法の制定をはじめ、有権者の登録、投

開票所の運営、政党や候補者の登録など
実に多くのことが必要になる。アドバイ
ザーとして関わるJICA専門家の辰巳知
行さんは、「選挙の実施に向けてやらな
ければならないことが山積みです」と現
状の厳しさを語る。有権者の登録ひとつ
とっても大仕事だ。「日本の住民登録の
ような仕組みもなく、出生届さえ出して
いない人も多いので、18歳以上の有権者
を特定し登録するだけでも膨大な労力と
資金が必要です」
　投票所は全国に数万か所を想定してい
て、場所だけでなくスタッフの確保とト
レーニングも必要だ。「選挙管理委員会
は2012年に設立されているものの、事務
所には最低限の設備もインターネットも
ありません。地方には投票箱などを安全
に保管する場所もないので、選挙の際に
は、すべてを中央から持ち込んで投開票
の実務に当たることになるでしょう。安

選挙管理分野の国連専門家やJICA
国際協力専門員を経て、現在はカン
ボジア選挙管理委員会の能力強化に
従事。南スーダンへもアドバイザー
として協力している。

JICA専門家

辰巳知行さん

TATSUMI Tomoyuki

語  る  人
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途上国で活用される日本の
選挙管理紹介動画はこちら

もっと知りたい
選挙管理への協力

日本で行われた研修で、国会議事堂
を訪れた南スーダンの研修員たち。
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上：南スーダンでのセミナーで、選挙管理について話す辰巳さ
ん（中央）。講義の後の質疑応答も活発だった。右：選挙管理委
員会の責任者などが集まったセミナーの参加者たちと。

信頼できる選挙を実施し
国づくりへの一歩を踏み出す

法の支配の強化 ❷ in 南スーダン

南スーダンでは、2011年の独立以来初めてとなる総選挙が24年に予定されている。
公正な選挙の実施に向けて、JICAは選挙管理に対する協力を行っている。

かされている。
　南スーダンは、スーダンから分離独立
した2011年以降、国内紛争で政情不安が
続いたが、18年に政府と反政府勢力間で
和平協定を締結。24年末に大統領選も含
めた初の総選挙が予定されている。しか
し過去に独立の賛否を問う住民投票は
あったものの、選挙の経験がほとんどな
い。そこで国際社会による選挙管理支援
が実施されていて、JICAも協力している。
　選挙の実施には、選挙制度の設計や選
挙法の制定をはじめ、有権者の登録、投

開票所の運営、政党や候補者の登録など
実に多くのことが必要になる。アドバイ
ザーとして関わるJICA専門家の辰巳知
行さんは、「選挙の実施に向けてやらな
ければならないことが山積みです」と現
状の厳しさを語る。有権者の登録ひとつ
とっても大仕事だ。「日本の住民登録の
ような仕組みもなく、出生届さえ出して
いない人も多いので、18歳以上の有権者
を特定し登録するだけでも膨大な労力と
資金が必要です」
　投票所は全国に数万か所を想定してい
て、場所だけでなくスタッフの確保とト
レーニングも必要だ。「選挙管理委員会
は2012年に設立されているものの、事務
所には最低限の設備もインターネットも
ありません。地方には投票箱などを安全
に保管する場所もないので、選挙の際に
は、すべてを中央から持ち込んで投開票
の実務に当たることになるでしょう。安

全のために軍や警察が配置されることも
あると思います」
　こうした状況を少しでも改善しようと、
19年度と22年度には選挙管理委員や事
務局職員らに向けたワークショップを
首都ジュバにおいて実施。また22年度に
行った日本での研修では、南スーダンの
公共放送の職員も加わり、日本での選挙
管理や主権者教育、メディアの役割など
を学んだ。研修中に実施されていた茨城
県議会議員選挙の投開票所を訪れ、投開
票のスムーズな流れや運営方法を視察。
前橋市内の小学校では、選挙管理委員会
が実施する出前授業を視察し、主権者教
育の方法や意義を学んだ。「南スーダン
でのワークショップや日本で行われた研
修では、日本の選挙管理の経験やノウハ
ウが共有され、人や物が限られたなかで
南スーダンでの選挙管理をどのように実
施していくのか、熱い議論が交わされま

した」と辰巳さんは語る。
　24年の総選挙へ向け、南スーダン政府
は準備を進めているが、予定通りに実施
するためには、クリアすべき課題はまだ
多い。「内戦後に銃を票に持ち替えると
いう意味で、今の南スーダンは1990年代
のカンボジアの状況に似ているかもしれ
ません。カンボジアではPKO（国連平和
維持活動）のもと、国際社会の協力を得
て選挙が実施され、復興のスタートライ
ンに立ちました。南スーダンにおいても
信頼できる選挙管理が実施され、人々の
声が反映された民主的な国づくりが進む
よう、長期的な視点に立った協力が求め
られています」

前橋市内の小学校で出前授業（模擬選挙）を見学し、若
い世代に選挙の大切さを伝える手法を学んだ。
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海洋法の理解を深め
紛争の平和的解決を学ぶ

国家間の法の支配①

個人の権利や自由を守るのと同じように、各国の権利や自由を守ることは国際秩序の維持や紛争の平和的解決の
ために欠かせない。日本がもつ知識や経験を途上国に伝え、ともに国際法の理解を深める取り組みを紹介する。

国際法の
おもな種類

（法源）

国際法のおもな分野

　個人の権利や自由を守るために不可欠
な法の支配の促進は、一国の国内だけに
とどまらず国家間においても重要だ。各
国の権利や自由を守り、国際秩序を維持
することにつながる。「法の支配によっ
てこそ、小国も含めてすべての国が力の
恐怖から解放されます。その際の拠り所
になるのが国際法。国連憲章の第２条に

『武力行使の禁止』と『国際紛争の平和的
手段を用いた解決』が掲げられています
が、これらは最も大事な国際法だと私は
授業で説明しています」と、早稲田大学

准教授の瀬田真さんは言う。
　JICAが2020年度から実施する課題別
研修「国際公法」は、法の支配の観点か
ら国際法の意義を再確認し、国際法の実
践能力の強化を目指すものだ。各年度、
外交や海上保安など国際法に関する業務
に従事する若手職員や研究者が、ASEAN
を中心とした国々から参加。瀬田さんは
10の講義とディスカッションなどから
成り、28名が参加した22年度のコース監
修と、１本の講義を担当した。
「グローバル化の進展や科学技術の発達

に伴い、国際法が取り扱う範囲や量は増
え続けています。短い研修期間では網羅
できないため、ASEAN諸国で特に関心が
高い『海洋法』と『紛争の平和的解決』に
絞り、今日的なトピックも加えていきま
した」と瀬田さん。「IUU＊1（違法・無報告・
無規制）漁業」「深海底の鉱物資源」「海洋
境界」「海洋生物多様性」といったテーマ
の講義が、海洋法の基本構造を解説する
講義などとともに設定された。
「最近話題のIUU漁業は目新しくはない
ものの、なかなか解決に至らない問題で
す。隣国によるIUU漁業で経済的権益を
侵害されるなどして、国家間の対立に発

2007年に早稲田大学を卒業後、ロン
ドン・スクール・オブ・エコノミクスと
早稲田大学の大学院で学ぶ。15年よ
り横浜市立大学において、23年から
は、早稲田大学大学院アジア太平洋
研究科で国際法の研究・教育に従事。

早稲田大学大学院
アジア太平洋研究科 准教授

瀬田 真さん

SETA Makoto

語  る  人

課題別研修「国際公法（海洋法と国際紛争の平和的解決）」
2020年度～2022年度案  件  名

海洋法
海洋の利用・開発とそ
の規制に関する国際法
上の権利義務関係を定
めるもの。国際法のな
かでも長い歴史をもつ。

慣習国際法
国際社会全体で守るべ
きルールとして認識さ
れたもの。武力不行使
の原則、公海自由の原
則、外交特権など。

条約
国家の間で締結される
文書による合意。二国
間のものもあれば多数
国間のものもある。日
米安全保障条約など。

国際人道法
武力紛争の際に適用さ
れる原則や規則。おも
な条約に「戦争犠牲者
の保護のためのジュ
ネーブ諸条約」など。

国際刑事法
侵略戦争やジェノサイ
ド（集団殺害）、戦争犯
罪といった国際的な犯
罪の取り締まりを定め
た国際法の分野。

国際経済法
貿易や投資など、国を
超えた経済活動を促
進するための分野。グ
ローバル化に伴い、ま
すます重要性が増す。

国際環境法
環境保全や汚染防止な
どを目的とする国際法
の分野。国連気候変動
枠組条約、生物多様性
条約など。

あらゆる分野において
条約と慣習国際法が

存在する

紛争の平和的解決
いかなる紛争でも平和的手段で解決すべきと国連憲章が定める。

重要度が増す「国際法」とは？

課題別研修のコース監修を担ったほか、講義「UNCLOS＊2における紛争解決手続」を担当した瀬田さん。
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海洋法の理解を深め
紛争の平和的解決を学ぶ

国家間の法の支配①

個人の権利や自由を守るのと同じように、各国の権利や自由を守ることは国際秩序の維持や紛争の平和的解決の
ために欠かせない。日本がもつ知識や経験を途上国に伝え、ともに国際法の理解を深める取り組みを紹介する。

国際公法分野における中核人材の育成を目指す、JICAの留学プログラム。
自国の環境や経済を守る法制度を研究するスリランカ人留学生の声を紹介。

国際法のおもな分野

准教授の瀬田真さんは言う。
　JICAが2020年度から実施する課題別
研修「国際公法」は、法の支配の観点か
ら国際法の意義を再確認し、国際法の実
践能力の強化を目指すものだ。各年度、
外交や海上保安など国際法に関する業務
に従事する若手職員や研究者が、ASEAN
を中心とした国々から参加。瀬田さんは
10の講義とディスカッションなどから
成り、28名が参加した22年度のコース監
修と、１本の講義を担当した。
「グローバル化の進展や科学技術の発達

に伴い、国際法が取り扱う範囲や量は増
え続けています。短い研修期間では網羅
できないため、ASEAN諸国で特に関心が
高い『海洋法』と『紛争の平和的解決』に
絞り、今日的なトピックも加えていきま
した」と瀬田さん。「IUU＊1（違法・無報告・
無規制）漁業」「深海底の鉱物資源」「海洋
境界」「海洋生物多様性」といったテーマ
の講義が、海洋法の基本構造を解説する
講義などとともに設定された。
「最近話題のIUU漁業は目新しくはない
ものの、なかなか解決に至らない問題で
す。隣国によるIUU漁業で経済的権益を
侵害されるなどして、国家間の対立に発

展している場合もあります。加えて、漁
業資源を持続的に利用するという点で国
を超えた協力の必要性が高まっています。
研修の後半では、各参加者がテーマを設
定して短期・中期・長期的な解決策を策
定するプログラムがありますが、多くの
参加者がIUU漁業をテーマに選びました」
　講義や議論を進めていくなかで、自国
だけで解決することの難しさを再認識し
た参加者が多かったと瀬田さんは振り返
る。また、自国の主張が絶対的に正しい
わけではないと考えるきっかけにもなっ
ていたという。「海は公共財と言われる
ことがありますが、地球の反対側まで広

がり、海を通して他国とつながっていま
す。ともに環境を守ったり海を共同開発
したりする『協力』と、さまざまな紛争
を平和的に解決する『対立の解消』とい
う点で、国際法の重要性は高まっていま
す。日本は四方を海に囲まれ、海に関す
る経験値が非常に高いですが、そういっ
た知見を研修を通じて他国と共有するこ
とは大きな意義があると思います」
　国際法は今、ロシアによるウクライナ
侵略によっても注目を浴びている。侵略
は国連憲章など国際法に違反している
が、いまだに戦火は収まらない。「これ
をもって、国際法は役に立っていないと
いう意見もあります。しかし、ロシアは
違反を認めて居直っているわけではなく、
違反はしていないという主張をしていま
す。国際社会に必要なのは、これまで以
上に法を根拠に批判を続けていくことで
す。国際社会全体が批判を続けることで
違反している側は法や規範を無視するこ
とができなくなり、法の支配の実現、つ
まり平和的な解決へとつながることを期
待しています」

研修のレポートを
JICAのサイトでチェック

もっと知りたい
国際公法の研修

課題別研修「国際公法（海洋法と国際紛争の平和的解決）」
2020年度～2022年度

海難事故に対処するための国際法を学ぶ

　2022年９月から九州大学大学院法学
府の修士課程に在籍し、国際法を学ん
でいます。来日前は、政府などに法律分
野の助言を行う検察官として、スリラン
カの司法長官局に所属していました。
　スリランカはインド洋の東西を結ぶ
要衝に位置しますが、海上交通量の増
加に伴い外航船による汚染にさらされ
ています。それが悲劇的な規模となっ
たのが2021年５月のエクスプレス・
パール号の事故。同号は最大都市コロ
ンボの沖で火災を起こし、化学物質や
燃料が流出。海洋生態系とスリランカ
経済に甚大な被害をもたらしました。
　ところが政府内で賠償をめぐる協議

エ
ク
ス
プ
レ
ス
・
パ
ー
ル
号
か
ら
は
硝
酸
や

燃
料
な
ど
が
流
出
。
シ
ョ
ベ
ル
カ
ー
を
使
っ

た
汚
染
物
質
の
除
去
が
連
日
行
わ
れ
た
。

国際環境法
環境保全や汚染防止な
どを目的とする国際法
の分野。国連気候変動
枠組条約、生物多様性
条約など。

カルドゥルワゲ・S・
ディランタさん
Kaluduruwage S. 
Dilantha

© Getty Images

課題別研修のコース監修を担ったほか、講義「UNCLOS＊2における紛争解決手続」を担当した瀬田さん。

を進めたところ、スリランカは海洋汚
染に関連するいくつかの重要な国際条
約にまだ批准していないため、得るべ
き賠償金を失ってしまう可能性がある
ことがわかったのです。留学を通じた
私の目標は、船舶による深刻な海洋環
境汚染に対処するための効果的な法制
度を設計することにあります。
　修士課程は特に海洋法に関する知識
を深める絶好の機会です。指導教授は
貴重なコメントや建設的な批評を交え
て論文の起草を指導してくれます。国
際条約の重要事項を国内法に組み込む
など、日本で得た学びをスリランカの
法制度づくりに生かしていきます。
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沿岸警備隊を強化して
ともに安全な海をつくる

国家間の法の支配 ❷ in フィリピン

フィリピン周辺の海上において法秩序の維持を担うフィリピン沿岸警備隊。JICAは海上保安庁と連携し、
フィリピン国民の安全や権利を守り、地域の安定を実現するための継続的な協力を行っている。

を結ぶ航路の多くはフィリピン周辺を通
り、日本政府が掲げる「自由で開かれた
インド太平洋（FOIP）」（P9参照）を実現
するうえでも要衝にある。そのフィリピ
ンで海上の治安を維持し、何かあれば現
場に駆けつけるのが、フィリピン沿岸警
備隊（PCG＊）。JICAは日本の海上保安庁
と連携しながら、フィリピン周辺海域の
安定や海難救助能力の向上などを目指し、
PCGへの協力を長年続けてきた。
　海軍の一部門だったPCGが運輸交通省
に移管され、海上保安機関として独立し
たのは1998年のこと。直後からJICAは長
期専門家をPCGに派遣し、2002年からは
技術協力を開始した。「02年に始まった

　海に囲まれた日本は、海を挟んでいく
つかの国や地域と隣り合っている。フィ
リピンはそんな隣接国のひとつ。また、
日本とインド洋やオーストラリア方面

プロジェクトでは、最初の５年間は現場
で業務にあたる職員の育成、次の５年間
ではその上流にあたる教官管理システム
の構築を中心に行いました。まずは人材
育成からのスタートでした。当時4,000
人程度だったPCGは、今では２万人を超
えるまでになりました」と、現在JICA社
会基盤部で海上保安分野を総括し、在
フィリピン日本国大使館での勤務経験も
ある池田龍介さんは語る。
　海上保安機関は海の治安を守る一方、
海難事故があれば人命を救助し、船か
ら油が流出すれば防除する役割も担う。
フィリピン周辺海域では毎年多くの海
難事故が発生し、貴重な人命が失われて

きた。だが、海軍から独立したばかりの
PCGでは現場業務を支える組織体制が十
分とは言えず、当時、法執行機関職員と
しての人材育成は急務だったという。
　13年からは海賊や犯罪などに対する
法執行能力の向上がプロジェクトの主眼
となり、船舶を用いた取り締まりや制圧
術の訓練などは現在も行われている。
「抵抗する人への対峙の仕方は国によっ
て異なり、躊躇なく銃を使う国もありま
す。一方、日本には古来の各種武道を取
り入れた術があり、フィリピンではその
有用性が認められています」と池田さん。
しかしそれ以上に大事なのは、「考え方
を変えてもらうことでした」とも言う。
「法執行の最終目的は、司法の裁きを受
けさせることにあります。だから、相手
の体を拘束しながらも傷つけてはいけま
せん。軍隊と異なり、法執行機関には『警
察比率の原則』があり、相手の抵抗の度
合いに応じて必要最小限の権限を行使す

2018年から３年間、外務省（フィリ
ピン大使館）に出向しミンダナオ和
平を担当。安全保障や、地域での日
本の役割の大切さを感じつつ帰国し、
21年４月から海上保安分野を総括。

JICA社会基盤部

池田龍介さん

IKEDA Ryusuke

語  る  人

フィリピン沿岸警備隊船舶運用整備計画・海上法執行能力強化プロジェクト
2019年４月～2023年６月案  件  名

JICAが供与した97m多目的
船。PCGが保有するなかでも
最大級の大きさを誇る。船の
機能を最大限に発揮するため
の諸訓練がプロジェクトのな
かで行われている。

フィリピンを中心とした地図に、日本のおもな海上輸送路や要衝となる海峡などを記した。フィリピンは
日本にとって海を挟んだ隣接国。太平洋とインド洋を結ぶ重要なエリアに位置し、多くの海上輸送路が
フィリピン周辺を通っている。この地域の安全で自由な航行は、日本にとっても重要だ。
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沿岸警備隊を強化して
ともに安全な海をつくる

国家間の法の支配 ❷ in フィリピン

フィリピン周辺の海上において法秩序の維持を担うフィリピン沿岸警備隊。JICAは海上保安庁と連携し、
フィリピン国民の安全や権利を守り、地域の安定を実現するための継続的な協力を行っている。

プロジェクトでは、最初の５年間は現場
で業務にあたる職員の育成、次の５年間
ではその上流にあたる教官管理システム
の構築を中心に行いました。まずは人材
育成からのスタートでした。当時4,000
人程度だったPCGは、今では２万人を超
えるまでになりました」と、現在JICA社
会基盤部で海上保安分野を総括し、在
フィリピン日本国大使館での勤務経験も
ある池田龍介さんは語る。
　海上保安機関は海の治安を守る一方、
海難事故があれば人命を救助し、船か
ら油が流出すれば防除する役割も担う。
フィリピン周辺海域では毎年多くの海
難事故が発生し、貴重な人命が失われて

きた。だが、海軍から独立したばかりの
PCGでは現場業務を支える組織体制が十
分とは言えず、当時、法執行機関職員と
しての人材育成は急務だったという。
　13年からは海賊や犯罪などに対する
法執行能力の向上がプロジェクトの主眼
となり、船舶を用いた取り締まりや制圧
術の訓練などは現在も行われている。
「抵抗する人への対峙の仕方は国によっ
て異なり、躊躇なく銃を使う国もありま
す。一方、日本には古来の各種武道を取
り入れた術があり、フィリピンではその
有用性が認められています」と池田さん。
しかしそれ以上に大事なのは、「考え方
を変えてもらうことでした」とも言う。
「法執行の最終目的は、司法の裁きを受
けさせることにあります。だから、相手
の体を拘束しながらも傷つけてはいけま
せん。軍隊と異なり、法執行機関には『警
察比率の原則』があり、相手の抵抗の度
合いに応じて必要最小限の権限を行使す

ることが求められます。制圧する技術の
みならず、PCGがこの基本的な考えを身
をもって学んでもらう意味でも制圧訓練
は有効だと思います」
　海上での法執行には船も欠かせない。
JICAはこれまでに、円借款による協力で
全長44m10隻と97m２隻の多目的船を供
与。いずれもIUU（違法・無報告・無規制）
漁業の取り締まりや海難救助などにも使
える汎用性がある船で、19年からのプロ
ジェクトでは船舶運用計画や維持管理プ
ログラムの策定など、多目的船をきちん
とメンテナンスして効果的に利用する方
法を強化している。
「海上保安機関は犯罪を未然に防止し
抑止する機能をもつため、協力の成果を
示しにくい部分もありますが、23年３月
にフィリピン沖で発生したタンカー沈没
による油流出では日本の国際緊急援助隊
とも連携しつつPCGが迅速に対応しまし
た。PCGの能力強化は、フィリピン国民

の安全や権利を守り、地域の安定につな
がるものであり、日本にとっても非常に
重要です。信頼できるパートナーとして
のPCGに、これからも協力を続けていき
たいと思います」

継続的な取り組みを
JICAのサイトでチェック

もっと知りたい
PCGへの協力

フィリピン沿岸警備隊船舶運用整備計画・海上法執行能力強化プロジェクト
2019年４月～2023年６月

フィリピンを中心とした地図に、日本のおもな海上輸送路や要衝となる海峡などを記した。フィリピンは
日本にとって海を挟んだ隣接国。太平洋とインド洋を結ぶ重要なエリアに位置し、多くの海上輸送路が
フィリピン周辺を通っている。この地域の安全で自由な航行は、日本にとっても重要だ。

下：海上保安官がPCGの隊員に日本式の制圧術を共有。フィ
リピン人の指導者を育成する協力も進む。下奥：PCGに対す
る研修のなかで、海上保安庁と長年協力関係にあるアメリカ
沿岸警備隊も加わり３か国での共創が進む。

主機関などを整備するワークショップ。船が常に本
来の能力を発揮するためにはメンテナンスが不可欠。
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「まるでお祭りみたい！」。留学のためノル
ウェーのオスロに移り住んできた私は、選挙
期間中の街の様子に驚いた。駅前や大通りに
は、各政党の「選挙小屋」と呼ばれるカラフ
ルなスタンドが立ち並び、政策パンフレット
に加え、おしゃれにスローガンが入った文房
具やグッズ、お菓子にコーヒーなどが無料で
配られていた。街の人々は「議論」というよ

ている一大イベント、「学校選挙」がある。こ
れは、実際の選挙前に生徒たちが行う模擬選
挙のことで、公式選挙の約２週間前から各政
党の青年部と呼ばれる10〜20代の若手党員
たちが、足並みを揃えて順々に学校を訪問。
体育館で生徒たちを前に公開討論を行うほか、
校庭に選挙小屋を建てて質問に答える。
　そうして各党の主張を聞いた生徒たちが

り「おしゃべり」といった感じで、政治の話
をしに気軽に小屋に立ち寄っていた。
　さらに驚いたのは、立ち寄る人の中に、子
どもや若者たちがいたこと。選挙小屋の党員
たちは、大人・子ども、他政党の支持者、私の
ような外国人、どんな相手に対しても真摯に
わかりやすく政策の説明をしてくれた。「わ
かりやすくなければ民主主義じゃない」、そ

の言葉を何度聞いただろうか。当時の私は、
政治への関心が低い典型的な日本の若者だっ
たが、目の前の光景に、「この国をちゃんと理
解するには選挙や政治を理解することが必要
なんだ」と関心は高まっていった。
　そんなノルウェーの政治にアクセスしやす
い環境は、学校教育の現場からすでに始まっ
ていた。そのひとつに大多数の高校で行われ

EARTH GALLERY  地球ギャラリー Vol.163

語り・写真／鎧 麻樹　構成／高瀬由紀子

「学校選挙」で
私たちの
未来をつくる
ノルウェーでは、若者の選挙投票率は高く、日常から
政治参加も活発だ。なぜ、こうした環境がつくられたのか？　
オスロ在住のジャーナリスト・鐙麻樹さんに話を聞いた。

オスロ商業高校での学校選挙・公開討論会には多くの生徒が詰めかけた。参加は義務ではないにもかかわらず、積極的に足を運び、討論に耳を傾けていた。
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ている一大イベント、「学校選挙」がある。こ
れは、実際の選挙前に生徒たちが行う模擬選
挙のことで、公式選挙の約２週間前から各政
党の青年部と呼ばれる10〜20代の若手党員
たちが、足並みを揃えて順々に学校を訪問。
体育館で生徒たちを前に公開討論を行うほか、
校庭に選挙小屋を建てて質問に答える。
　そうして各党の主張を聞いた生徒たちが

投票するのは「実際の政党」なのが、学校選
挙のポイントだ。開票日の夜は各党で青年部
が主催する大きなパーティがあり、党首もメ
ディアもみんなが集まり開票結果に注目す
る。結果発表の瞬間、「オーッ！」という叫び
とともに「オォ……」という落胆の声が響き
渡る。歓喜する様子はメディアによってトッ
プニュースとして放送される。

　なぜそこまで学校選挙の結果に注目するの
か？　それは、そこに映し出されるのは、こ
の国の未来だから。数年後、投票した学生た
ちは有権者になる。彼らが今何を必要とし
ているのかをわからない政党は、次の選挙で
負ける。結果は公式選挙には反映されないが、
彼らの１票の重さは変わらない。学校選挙は
ただの“選挙ごっこ”ではないのだ。

の言葉を何度聞いただろうか。当時の私は、
政治への関心が低い典型的な日本の若者だっ
たが、目の前の光景に、「この国をちゃんと理
解するには選挙や政治を理解することが必要
なんだ」と関心は高まっていった。
　そんなノルウェーの政治にアクセスしやす
い環境は、学校教育の現場からすでに始まっ
ていた。そのひとつに大多数の高校で行われ

オスロ商業高校での学校選挙・公開討論会には多くの生徒が詰めかけた。参加は義務ではないにもかかわらず、積極的に足を運び、討論に耳を傾けていた。
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　学校選挙で青年部が討論するのは、おもに
「学校政策」について。これは学生たちが当事
者となる政策で、たとえばSNS世代はメンタ
ルヘルスの問題が深刻化しているため、「未
成年へのカウンセリングを無料にすべき」「カ
ウンセリングの予約がいっぱいなので、診察
までの待機時間を短く」といった議論が交わ
される。「学生寮の増設」「返済不要の奨学金
の拡大」などもある。ノルウェーでは大学生
になると一人暮らしをするのが一般的なので、
親に依存せず、平等に教育が受けられるよう
にと多くの意見があがる。
　学校政策は、「福祉」や「医療制度」「防衛」
といった分野と並び、実際の政治政策のカテ
ゴリーのひとつとして成立している。だから、
政治家やメディアは議論せざるをえない。若
者たちは多様性に敏感なので、「給食にビー
ガン食を増やして」という声もあがるのだ

1

3

5
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1 .公式選挙の選挙小屋周辺にはたくさんの人
だかり！　わいわいと楽しそうにしているの
は、大人よりも子どもや若者たち。2 .かわいい
犬も活動に参加。プラカードには「あなたの選
挙権を使って！」の文字が。3 .パンフレットは、
サーミ語、アラビア語、ポーランド語、ソマリ語
など多言語。「誰もがわかりやすい」のは民主主
義では大切なこと。4 .課外授業で選挙小屋を訪
れる小学生たち。成人か、未成年か、選挙権の
あるなしは関係ない。国の未来はみんなで考え
る。5 .ピンクのかわいい小屋はフェミニスト党。
6 .党員たちはみんな笑顔で話しかけやすい。

　学校選挙で青年部が討論するのは、おもに
「学校政策」について。これは学生たちが当事
者となる政策で、たとえばSNS世代はメンタ
ルヘルスの問題が深刻化しているため、「未
成年へのカウンセリングを無料にすべき」「カ
ウンセリングの予約がいっぱいなので、診察
までの待機時間を短く」といった議論が交わ
される。「学生寮の増設」「返済不要の奨学金
の拡大」などもある。ノルウェーでは大学生
になると一人暮らしをするのが一般的なので、
親に依存せず、平等に教育が受けられるよう
にと多くの意見があがる。
　学校政策は、「福祉」や「医療制度」「防衛」
といった分野と並び、実際の政治政策のカテ
ゴリーのひとつとして成立している。だから、
政治家やメディアは議論せざるをえない。若
者たちは多様性に敏感なので、「給食にビー
ガン食を増やして」という声もあがるのだ

が、こうした若い意見が吸い上げられること
で、この国の未来の給食システム、さらには
食料安全保障のあり方も変わっていく。私は、
「学校政策」が日本でも広まってほしいと思う。
これによって若者は政治を自分ごととしてと
らえ、積極的に参加してくれるからだ。
　そもそも、生まれたときからSNSで育って
いる若者たちの考え方も抱える問題も、自分
たちには計り知れないとノルウェーの大人
たちはわかっている。子どもたちのリアルと
今の社会システムが乖離していても、どんな
政策を打つべきかが大人にはわからないので、
若者との橋渡し役となる青年部の意見をきち
んと尊重するし、積極的に耳を傾けて政策に
取り込もうという姿勢が強い。日本は若者を
“子ども”扱いしがちだと感じる。大人の方が
わかっていると考えて、彼らを政治から遠ざ
けていないだろうか。

　学校選挙の公開討論会のあとには、社会の
授業で振り返りが行われる。たとえば、生徒
たちを各党に割り振って、党員になったつも
りでお互いに議論するというもの。授業を通
して生徒たちを導くのは「自分で考える」こ
と。こういう場で、日本では「中立的」である
ことが重視されるが、ノルウェーではむしろ
「批判的」に物事を見ることを訓練する。Aも
Bもいいよね、というのは、ある意味“選べな
い”と捉えられかねない。同じものをAとする
かBとするか、なぜ違うのかを批判的に考え
て、ちゃんと自分の言葉で発言し、自分で選
択できるスキルを養っていく。
　意見の違う者同士、議論がヒートアップし
てくると、つい感情的になって個人攻撃や人
格否定に走ってしまうこともある。そんなと
きは必ず先生が、「パーソナルにとらえない
でね」とみんなを諭す。私たちはより良い社
会システムを作るために議論をしているので
あって、個人攻撃をしているのではない。こ
こは自分とは違う意見を知る機会なだけなの
だと、個人と議論を分ける考え方を徹底させ
る。この考えは、ノルウェーの社会全般で浸
透していて、学校選挙の討論会でも、政党同
士、白熱した意見を戦わせた後、何事もなかっ
たかのように笑顔でおしゃべりしながら片付
けをする。そういう光景を見せることも大事
な教育であり、民主主義の大切な姿勢なのだ。

1 2

3 4

5 6

オスロのフェス高校での社会科の授業。教科書に
は「民主主義」のページがあるが（上）、教科書を
読むよりも、授業で圧倒的に多いのは、自分たち
の意見を言い合う時間。
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1984年秋田県生まれ。上智大学卒業後、オス
ロ大学大学院メディア学修士課程を経て、現
在はジャーナリスト、写真家としてオスロを
拠点に北欧情報を発信。著書に『北欧の幸せ
な社会のつくり方』（かもがわ出版）がある。
https://asakiabumi.themedia.jp/

鐙 麻樹 ABUMI Asaki

　男性には得られやすい情報を相手の女性が
知らないときに、「そんなことも知らないの
か」と、情報不足や経験不足のように罪と恥
の意識を与えて抑圧する。女性には女性らし
い外見を期待する一方で、「そんなセクシー
な服は性犯罪の対象となる」と、結果何をし
ても非難する。そういった女性をマウンティ
ングする５つの手法を「抑圧テクニック」と
言う。1981年に左派社会党の政治家で社会
心理学者のベリット・オースが提唱したもの
だが、この考え方も議論の場に定着している。
抑圧テクニックが出ると、第三者から「それ、

　幼い頃からの積み重ねがあるから、若者の
選挙や政治に対する意識も高くなる。ノルウ
ェーでは18歳から選挙権が得られるため、高
校３年生のクラスには公式選挙で投票ができ
る生徒とできない生徒が交ざっている。学校
選挙の際には、「学んだことを初めて実践で
きるから楽しみ！」「参加できなくて悔しい！
早く18歳になって投票したい」と言い合う光
景がよく見られる。被選挙権も18歳からなの
で、なかには、クラスメイトが地方議員とい
うケースもある。授業を抜けて議会に行く生
徒を、先生は信頼して送り出す。

やめてください！」とすかさず指摘が入る。
「あの発言はルール違反」と思う問題行動が
あれば言語化し、共有して、ガイドラインを
作る。学校選挙では、各党の青年部たちは民
主的な討論空間ができるよう、毎回自分たち
でルールを作ったり更新させたりしている。
それをしなければ、議論は分断を煽ってしま
うからだ。意見が違う人同士が話し合わなけ
れば解決策は生まれないし、民主的ではない
というのが、ノルウェーの考え方。立場が異
なる人、違う意見をもつ人、みんながテーブ
ルについて、透明性を保ちながら話をするた

めに、みんなでルールを作っていく。
　こうした行動は、大人になって急にやれと
言われてもできるものではない。だからこの
国では、早い時期から授業を通して選挙や政
治に触れさせる。高校の学校選挙よりももっ
と早く、小学校の授業でも選挙小屋を訪問し
て党員に質問を投げかける課外授業がある。
遠足のように賑やかな雰囲気ながら、「学校
教育制度がさらによくなるために、あなたの
党は何をしてくれるの？」「学校の民営化に
ついてどう考えているの？」など、小学生と
は思えぬほどハイレベルな質問が飛び交う。

気候変動対策を求めるデモに
参加する若者たち。「あなたた
ちが壊しているのは私たちの
未来」――自分たちの言葉で、
未来を変えようと声をあげる。

学校選挙の公開討論会で行きすぎた行為が発生したら、各青年部で話し合いをもつ。生徒たちは
青年部の討論を見て、議論カルチャーを学ぶので、自律的な反省は欠かせない。
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公式サイトで世界を写した
過去記事をチェック

もっと読みたい
地球ギャラリー

　幼い頃からの積み重ねがあるから、若者の
選挙や政治に対する意識も高くなる。ノルウ
ェーでは18歳から選挙権が得られるため、高
校３年生のクラスには公式選挙で投票ができ
る生徒とできない生徒が交ざっている。学校
選挙の際には、「学んだことを初めて実践で
きるから楽しみ！」「参加できなくて悔しい！
早く18歳になって投票したい」と言い合う光
景がよく見られる。被選挙権も18歳からなの
で、なかには、クラスメイトが地方議員とい
うケースもある。授業を抜けて議会に行く生
徒を、先生は信頼して送り出す。

「自分たちには社会や世界をいい方向に変え
る力がある」、ノルウェーの人たちはそう信
じている。未来志向がとても強く、理想を追
うのが好きな国民性で、政府もCO2削減目標
の数値にものすごく高い設定をしたりする。
だが、理想が高ければ高いほど、みんなで目
標に向かって努力を惜しまないから、高みに
到達できている。理想を叶えるには、ひとり
の力ではできないとみんなわかっているから、
公平に意見を聞いて、公正にみんなで決める。
民主的な環境やルール、社会システムを作っ
て、更新していく。

「幸せな社会は、自分たちの力でつくること
ができる」。そのことを教えてくれたノルウ
ェーに私は感謝している。日本でも若者たち
を信頼して、教育の現場からも未来のための
種を蒔くことはできるのではないだろうか。

めに、みんなでルールを作っていく。
　こうした行動は、大人になって急にやれと
言われてもできるものではない。だからこの
国では、早い時期から授業を通して選挙や政
治に触れさせる。高校の学校選挙よりももっ
と早く、小学校の授業でも選挙小屋を訪問し
て党員に質問を投げかける課外授業がある。
遠足のように賑やかな雰囲気ながら、「学校
教育制度がさらによくなるために、あなたの
党は何をしてくれるの？」「学校の民営化に
ついてどう考えているの？」など、小学生と
は思えぬほどハイレベルな質問が飛び交う。
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正しい知識とリアルな情報で
日本とベトナムをつなぐ

世界各地、多様な職種で活動する
JICA海外協力隊員の活動をご紹介！

山本岳人さん 青年海外協力隊（2021年度第１次隊ベトナム派遣）
構成／倉石綾子

MY 
STORY

vol.13 

JICA
海外
協力隊

出身地：石川県　職種：番組制作
任期：2021年９月～

YAMAMOTO Takehito

日
越
間
を
盛り

上げる
スターを発掘

し
た
い
!

　もともと、石川県のローカル局でニュー
ス番組やドキュメンタリー番組の制作、
局公式ユーチューブの運営に携わってい
ました。石川県には多くのベトナム人が
暮らしていますが、日本人とベトナム人

が触れ合う機会は少なく、交流が進んで
いないと感じていました。番組制作を通
して両国のよりよい関係づくりに貢献し
たいと考えていたところ、協力隊で番組
制作に関わる募集があったのです。
　現在はハノイにある国営テレビ放送
局「ベトナムテレビ（以下、VTV）」で、日
本語の情報番組『ジャパンリンク』の番
組制作などに携わっています。JICAで
はベトナムで良質な放送が行き渡るよ
う、放送センターの建設支援や番組制作
のノウハウの提供などを行ってきました。
『ジャパンリンク』では代々の協力隊員
がアドバイザーを務めており、私も取材
や収録のサポート、ニュース原稿の校正
や読み方の日本語指導など、番組の品質
向上に携わっています。
『ジャパンリンク』は日本語を学習中の

若者をターゲットに定め、日本とベトナ
ムにまつわる多彩なニュースを紹介して
いますが、他言語の番組に比べて知名度
が低く、加えてSNSの発達に伴って若者
のテレビ離れが進み、番組のターゲット
層にリーチできていないもどかしさがあ
りました。そこで、スタッフのSNSを活
用した広報活動に力を注いでいます。
　また、テレビの重要な役割である事実
に基づいた報道や、総合的な知識・情報
の提供も重視しています。情報の入手先
がSNSばかりになると、知識は利用者の
関心に沿ったものに偏ってしまいがち。

Socialist Republic of VIET NAM

首都 ハノイ首都 ハノイ

中国

ラオス

タイ

カンボジア

ミャンマー

上奥：『ジャパンリンク』のメイン
スタッフを務めるベトナム人の同僚
と。ハノイにいることを忘れるほど、
みな日本語が堪能。上：日本で培っ
た経験を生かして番組制作を支援。

ベトナム
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S M A L L T A L K

好き嫌いが分かれる
ベトナムの名物料理

　ベトナム名物の「チュンビットロン」はご
存じでしょうか？　ベトナム料理というと日
本人にもなじみのある味わいや食材を想像す
るかもしれませんが、なかにはハードルの高
い名物料理もあります。孵化直前のアヒルの
卵を茹でたチュンビットロンもそのひとつ。
屋台や地元の食堂などで提供されており、温
かいうちにヌクマムなどの調味料、もしくは
塩をつけていただきます。

　これを食べる日
本人は珍しいのか、
「チュンビットロ
ンを食べる」と言
うだけで地元の人
と仲良くなれるこ
とがあり、国際交
流にも役立ちます。
はたしてどんな味
わいなのか、ぜひ
お試しください。

正しい知識とリアルな情報で
日本とベトナムをつなぐ
山本岳人さん 青年海外協力隊（2021年度第１次隊ベトナム派遣）

もっと知りたい
海外協力隊員の活動
世界各地で活動する海外協力
隊員の活動をこちらでチェック

が触れ合う機会は少なく、交流が進んで
いないと感じていました。番組制作を通
して両国のよりよい関係づくりに貢献し
たいと考えていたところ、協力隊で番組
制作に関わる募集があったのです。
　現在はハノイにある国営テレビ放送
局「ベトナムテレビ（以下、VTV）」で、日
本語の情報番組『ジャパンリンク』の番
組制作などに携わっています。JICAで
はベトナムで良質な放送が行き渡るよ
う、放送センターの建設支援や番組制作
のノウハウの提供などを行ってきました。
『ジャパンリンク』では代々の協力隊員
がアドバイザーを務めており、私も取材
や収録のサポート、ニュース原稿の校正
や読み方の日本語指導など、番組の品質
向上に携わっています。
『ジャパンリンク』は日本語を学習中の

その点、テレビはさまざまな情報をバラ
ンスよく届けることができます。視聴者
が幅広い知識を得ることで、興味や関心
の幅を広げられるような番組づくりを意
識しています。
　このようなテレビの力を利用して日本
にまつわる幅広い知識や情報を届け、日
本とベトナムの相互理解や交流を促すこ
とが私の役目です。目標は、日本とベト
ナムをつなぐ未来のスターを発掘し、プ
ロデュースすること。２国間の文化の架
け橋となるような人材を、番組から生み
出したいと思っています。

若者をターゲットに定め、日本とベトナ
ムにまつわる多彩なニュースを紹介して
いますが、他言語の番組に比べて知名度
が低く、加えてSNSの発達に伴って若者
のテレビ離れが進み、番組のターゲット
層にリーチできていないもどかしさがあ
りました。そこで、スタッフのSNSを活
用した広報活動に力を注いでいます。
　また、テレビの重要な役割である事実
に基づいた報道や、総合的な知識・情報
の提供も重視しています。情報の入手先
がSNSばかりになると、知識は利用者の
関心に沿ったものに偏ってしまいがち。

番組の拡充、視聴者の掘り起こしに向けて日々奮闘している山本隊
員。番組宣伝を行っている SNS 発信では多くのフォロワーを得、見
知らぬ人から “Take Son” と声を掛けられるほど。これからも日越
両国の人々をつないでいくことでしょう。（企画調査員　和田陽一）

ベトナム
事務所から

左
奥
：『
ジ
ャ
パ
ン
リ
ン
ク
』を
Ｐ
Ｒ
す
る
一
環
と

し
て
開
始
し
た
個
人
の
Ｓ
Ｎ
Ｓ
で
は
、50
万
人
の

フ
ォ
ロ
ワ
ー
を
獲
得
！「
ハ
ノ
イ
１
分
旅
」と
い
う

動
画
を
投
稿
し
て
い
る
。左
：
北
部
の
農
村
地
帯
、

ム
ー
カ
ン
チ
ャ
イ
の
棚
田
を
訪
れ
た
際
の
様
子
。

左：毎週日曜日に放送中の『ジャ
パンリンク』は2015年にスタート。
こちらは日本の年越しそばを特
集した際の収録の模様。下：国
際女性デーにちなみ、アオザイ
を着用したVTVの女性スタッフと。
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研 修 員 の 声 THE VOICE

　海洋権益をめぐる国家間の対立、違法・無報告・無規制で行わ
れる漁業（IUU漁業）をはじめとする海上犯罪など、海はさまざ
まな問題が生じる場所でもある。海上の秩序を維持するために
は、「法の支配」に基づく視点や、相互理解の姿勢が必要になる。
JICAでは、海上保安庁、政策研究大学院大学と連携し、アジア諸
国の海上保安機関を対象に、研修員が高度な政策研究を行う「海
上保安政策プログラム」を2015年からスタート。１年間のプロ
グラム修了者には修士号が授与される、世界でも類がない人材
育成プログラムだ。
　海上保安分野での研修は、長年継続して行われてきた。今に

至る経緯を、JICAで本研修の運営に関わる池田龍介さんが説明
する。「これまでは日本のシーレーンを守る視点から、海図の作
成や海難救助、海上犯罪の取り締まりなど実務者を対象とした
プログラムでした。一方で、本研修に参加するのは各国の幹部
候補生。将来自らが所属する組織の政策立案に携わる人を対象
にしている点が大きく異なります。この研修が生まれた背景に
は、アジア各国の海上保安機関からの熱い要望があります」
　研修の前半は政策研究大学院大学において国際法や安全保
障に関する講義を受け、後半は海上保安大学校において海洋警
察政策や事例研究など、より現場に即したものを学ぶ。最終的

日本でともに学んだ仲間と
アジアの海洋を守る

JICAでは途上国の人材を
研修員として受け入れ、
未来の国づくりを

バックアップしています！

海上保安政策プログラム
Maritime Safety and Security Policy Program

─ 第７回 ─

上：2022年度の研修修了時、岸田文雄内閣総理大臣を表敬訪問。本
研修は海洋基本計画に言及されるほど重要視されている。下：全国
の海上保安関連施設を巡るスタディーツアー。巡視船などの視察
（左）だけでなく海上保安官との意見交換（右）もあり、日本の海上
保安の現場を肌で体感できる機会となっている。

2015年10月～
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研 修 員 の 声 THE VOICE

インドネシア沿岸警備隊
国際協力課

ヴィダ・ゲシー・
ゼルリーナさん

第８期研修員（2022年）

フィリピン沿岸警備隊
長官アドバイザー兼人事課長

ジェイ・タリエラさん

第１期研修員（2015年）

にリサーチペーパーをまとめ、審査が通れば学位が授与される。
「リサーチペーパーは、自国で抱える課題をテーマにするケー
スが多く、たとえばバングラデシュの研修生は違法薬物の密輸、
スリランカはインドとの漁業問題など。海上で発生する事案に
対し国際法や国内法に則った対応ができるよう、必要な知識の
習得など日々研鑽を続けてもらっています」と池田さん。
　これまでの８年間で研修に参加したのはフィリピンやベトナ
ム、インドネシア、マレーシアなど９か国。そして、この研修の
特色のひとつが、日本からも毎年海上保安庁職員が参加してい
ることだ。「パートナー国としてともに高め合い、お互いの海を

守る必要があります。そのなかに日本の幹部候補生も入り、１年
間同じ目的をもって学び、さまざまな海上保安の課題に対し認
識を共有する仲間としての絆を育んでもらえればと思います」
　成果はすでに表れ始めている。フィリピンでは本研修第１期
生が沿岸警備隊（PCG）の長官アドバイザーに就任。さらにPCG
に派遣中のJICA長期専門家と在フィリピン日本国大使館の書記
官も同じく第１期生。「ともに学んだ同期が再び顔を突き合わせ、
日比関係の強化に寄与しています。同様な事例は増えるはず」
と池田さんは期待を込める。卒業生は研修で得た知識と信頼の
ネットワークで、国際的な海洋秩序の維持に貢献していく。

日本でともに学んだ仲間と
アジアの海洋を守る

海上保安政策プログラム

　海洋の秩序は、経済成長をシーレーンに依存して
いる国にとって不可欠です。そして、日本のような
先進国が国際法を尊重する姿勢は、すべての国が模
範とするべきものだと思います。そのため海上保安
庁の実務や教義を吸収できる本研修は、貴重な経験
でした。海上保安に特化した多くのことを学び、研
修後も地政学や国際安全保障論による問題へのアプ
ローチを追求しています。しかし、研修で最も印象
的なのは同期生との仲間意識です。日本、ベトナム、
マレーシア、インドネシアの留学生で構成されたク
ラスはとても仲が良く、驚きました。研修中に形成
された絆は、互いに所属する海上保安機関の協力関
係を強固なものにし、迅速な情報共有や課題解決に
つながっています。

　教育レベルの高い日本で、海洋における安全保障
に関するスキルや知識を向上させたいと思い、研修
に参加しました。興味深いカリキュラムが多く、日
に日に海上保安の知識を身につけている実感があり
ます。たとえば国際安全保障論では、各国のセキュ
リティシステムについて学びました。そして、同じ
目的意識を抱える各国の仲間たちと知り合い、友情
を築けていることも貴重な経験となっています。私
にとって、同期の仲間は第二の家族のような存在で
す。今、インドネシアには海洋安全保障のための正
しい課題分析が必要です。研修修了後は学んだ知識
を活用して、他国のカウンターパートとの国際協力
の一助となるような包括的な政策立案に役立てたい
と思っています。

研修で出会った仲間との絆は、強固で永続的なものです

他国との国際協力につながる政策立案を目指します

政策研究大学院大学での課程を終え、海上
保安大学校に移動した際の様子。同期とは
SNSで状況を知らせ合っているという。

「直接お話ができて素晴らしい瞬間だった」
とゲシーさんが振り返る、石井昌平海上保
安庁長官との表敬訪問後の一枚。

上：2022年度の研修修了時、岸田文雄内閣総理大臣を表敬訪問。本
研修は海洋基本計画に言及されるほど重要視されている。下：全国
の海上保安関連施設を巡るスタディーツアー。巡視船などの視察
（左）だけでなく海上保安官との意見交換（右）もあり、日本の海上
保安の現場を肌で体感できる機会となっている。

2015年10月～
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甘～いスモロックは
長い歴史と文化の味

　３月21日。日本の春分の日に当たるこの日、中央アジアか
らアフリカまでのペルシャ語文化圏を中心とした多くの国々
で、春の訪れを祝う「ノウルーズ」というお祭りが盛大に催
されます。古代から脈々と受け継がれてきたノウルーズは、
ユネスコの無形文化遺産にも登録されています。
　私の住むキルギスでは、ノウルーズを祝うため、前日か
ら村や町の中心に人々が集まって「スモロック」を作ります。
材料は、麦芽、小麦粉、水、油、砂糖、ドライフルーツ、ナッ
ツなど。これらを大釜に入れ、棒で撹拌してトロトロになる
まで煮詰めていきます。たくさんの石を一緒に入れるのが焦
げ付きやダマを防いでおいしく仕上げる秘訣です。
　かき混ぜること、何と12時間以上！　村人みんなで順番に
かき混ぜている間、周りではほかのお祝いの食事を作ったり、
願い事を唱えたり、歌ったり踊ったりしながら夜通しの作業
を続けます。そうしてできあがったスモロックはみんなにふ
るまわれ、人々は春を迎える喜びを分かちあうのです。
　実は、キルギスでノウルーズが復活したのは最近のこと。
7,000メートル級の山々に囲まれた自然豊かな山岳地帯に位
置するこの国では、古くから遊牧民のキルギス族が文化を育
んでいました。のちにシルクロードの要衝となり、あまたの
文明が交差、多くの歴史・文化的に重要な遺産が築かれてゆ
くのですが、その間、大国に支配されていた時代もありました。
　そのため、キルギスの伝統的行事が衰退した時期もあった
のですが、山岳地帯という地形が幸いして、その精神は密かに
受け継がれていました。1991年のソ連崩壊でキルギスが独立
を果たすと、人々の間で「自分たちの文化を取り戻そう」とい

う動きが高まり、ノウルーズも復活することができたのです。
　とはいえ、ユネスコ世界遺産に登録されている地域でさえ、
その地の歴史的価値や文化の重要性に気づいている人はまだ
多くはありません。キルギス独自の歴史や文化を求めて訪れ
る観光客が増えていますが、インフラ不足、正しい知識や理
解をもつガイドの不足、遺跡保存の教育不足から貴重な遺跡
を壊してしまうなど課題が山積みです。
　そこでJICAでは、世界遺産のあるチュイ州で観光開発プロ
ジェクトを進めています。スモロックのような伝統的な食べ
物からキルギス族の遊牧文化まで、この地に根付く歴史と文
化を活用したマスタープランを作成、観光と地域の持続的な
発展を目指しています。そして、地元の人たちが「誇りに思
う遺産」として、次世代に残していきたいと思っています。

─ 第13回 ─

語  る  人

JICAキルギス事務所
プロジェクトコンサルタント

サマコヴァ・
イバラットさん

バックナンバーを
公式サイトでチェック

もっと読みたい
今日ナニ食べた？

 in  キルギス

左：ノウルーズのワンシーン。民族衣装の女性がモミの木を焚いて厄払
いする。上：キルギスと日本の研究機関がアク・ベシム遺跡を発掘してお
り、プロジェクトでは地元の人に歴史的価値を伝える活動も行っている。
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　ruleは規則や決まりごとという意味をもちますが、
rule of law（法の支配）では支配や統治の意味で使われ
ています。このruleはおもに国家や君主による支配を指
すため、会社、学校、家族などが主体の場合は、よりソフ
トなニュアンスのcontrol（管理、統制）を使うことが多
いです。一方で、規則や決まり事を指す言葉はrule以外
にもいろいろあります。lawは法や法律を意味し、法の
なかでも最も大事な憲法はconstitution。regulationは
法律の適用方法などを定めた規則や規制を指します。ス
ポーツの規則のように正式なものから、個人で決めたも
のまでを幅広く含むのがruleです。

今回のテーマ

法の支配
rule of law

Phrase for

SOCIAL 
ACTION

社会貢献の英語

アメリカの独立機関「ワールド・ジャスティス・プロジェクト」による、法の支配の
浸透度を示す「WJP Rule of Law Index」。2022年版の発表にあたり、パンデミックの
影響下にあった2021年ほどの極端に低い数値は見られなくなってきたものの、

「基本的権利」「民事司法」などの数値は大幅に低下しており、
全体的に見ると法の支配は５年連続で後退していると報告されている。

監  修

デイビッド・セイン
語学指導者・翻訳家

文 京 区 の 英 会 話 教 室「A to Z English」（www.smartenglish.co.jp）
を主宰するほか、著作も多数。近著に『日経LissN最新時事英語キー
ワード』『英会話 言わなきゃよかったこの単語』など。

David Thayne

authoritarian
権威主義の、独裁的な。「ワンマン」とも訳せ
るが、単一の独裁者の場合はおもにdictator
が使われる。この一文では、国家や行政にお
ける権威主義の傾向を表している。

emerge
出現する、浮かび上がる。水中や物陰から出
てくる様子。新興国を指すemerging country
はニュースなどでよく使われる。emergeの
対義語はsubmerge（隠れる、沈む）。

disrupt
邪魔する、中断させる。打ち消し、除去、分離
などを意味するdisと、破裂や断絶を意味す
るruptを合わせた言葉。近い言葉で、話など
に割り込んで中断させるinterruptもある。

語 句 解 説

法律用語で法域。ある法律体系が及ぶ範囲を
意味し、ここでは国ではない「地域」を指し
ている。法律の要素を強調しない場合、地域
はregionに置き換えることができる。

jurisdiction

erode
侵食する、損なう。erase（消す）に近い言葉
だ が、eraseは 瞬 間 的 に 消 し 去 り、erodeは
徐々にむしばんでいくことを表す。

discrimination
差別。racial ～（人種差別）、gender ～（性
差別）など。ネガティブな意味で使われるこ
とが多いが、区別や分別という意味ももつ。

The World Justice Project’s analysis of in-depth survey data in 140 countries and jurisdictions shows that 
adherence to the rule of law fell in 61% of countries this year.

“Authoritarian trends that predate the pandemic continue to erode the rule of law,” said Elizabeth 
Andersen, executive director of the World Justice Project (WJP). “Checks on executive power are 
weakening and respect for human rights is falling.”

As the world emerges from the pandemic, the Index finds that rule of law declines are less widespread and 
extreme than last year, when Covid shutdowns dramatically disrupted justice systems and governments 
exercised emergency powers that curtailed civic freedoms and bypassed accountability mechanisms.

Still, two-thirds of countries whose scores declined in 2021 declined again in 2022, and scores for seven of 
the eight factors that the Rule of Law Index measures fell in the majority of countries for the second year 
in a row. Only the Index measure for “Order and Security” improved in a slight majority of countries, and 
only marginally.

Most notably, the Index measure of “Fundamental Rights” declined in two-thirds of countries this year. 
“Civil Justice” fell in 61% of countries, largely due to continued delays, weak enforcement, and 
discrimination in the justice system.

From “WJP Rule of Law Index 2022 Global Press Release” published on October 26, 2022. Reprinted with the permission of the World Justice Project. 
To check the original text, visit: https://worldjusticeproject.org/news/wjp-rule-law-index-2022-global-press-release
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　また、「法の支配」では海洋保安も欠かせな
い要素です。海というのは「国際公共財」で
あり、法やルールの下に国際社会で共有すべ
きものです。海賊、テロ、大量破壊兵器の拡
散、自然災害、違法漁業などの脅威から海を
守ることは、安全な航行や、海を通じた商取
引を行ううえでも欠かせません。このように
さまざまな面で「法の支配」は重要な意味を
もっています。

　日本は明治時代以降、多岐にわたる近代化
の取り組みを行い、国の基本的な形を築き上
げてきました。その過程で、欧米の法律を学
びながら、日本の伝統的な文化や社会制度に
合わせた近代的な法体系の整備もなされまし
た。このような経験と知識は日本の強みであ
り、今は途上国の法制度整備や司法改革への
協力に生かされています。具体的には、法・
司法制度改革、法令の起草支援、法制度運用・
執行のための国家・地方公務員の能力向上な
どに関する協力をインドネシア、ウズベキス
タン、バングラデシュ、東ティモール、ベト
ナム、モンゴル、ラオスといった国々で行い、
途上国における「法の支配」の普及と定着の
強化に貢献しています。

　日本は長年にわたり国際社会における「法
の支配」の促進を重視し、ODAを通じた協力
をはじめ、さまざまな取り組みを積極的に行
っています。「法の支配」の確立は、国と国と
の関係を安定的にしたり、経済的な発展を推
進したりするだけでなく、紛争の平和的解決
を図っていくプロセスにおいてもきわめて重
要なものです。特に今の時代は、現在に続く
ロシアのウクライナ侵略をはじめ、テロや暴

力による影響などで国際社会の秩序が揺れ動
いている状況にあり、「法の支配」の重要性が
高まっています。
「法の支配」は日本のビジネスや経済にも影
響します。たとえば、日本企業が海外展開す
る際に相手国で適切な法制度整備がなされて
いない、または法があってもそれを適切に運
用する人材がしっかり育っていない段階では、
良好なビジネス環境はつくれません。　

Q

 国と国との関係を安定的 なものにするのはもちろん、
 紛争の平和的解決 を図るうえでもきわめて重要です。

A

知っておきたい 国際協力 Vol.13

「法の支配」は日本の外交やビジネスの面から見てもとても重要です。
その理由をひもときながら、「法の支配」の取り組みについて紹介します。外務省 ODA 広報キャラクター

ODAマン©DLE

 教えて ! 外務省 

　今年３月に岸田文雄総理大臣は、訪問先の
インド・ニューデリーで「自由で開かれたイ
ンド太平洋（FOIP＊1）」のための新たなプラ
ンを発表しました。インド太平洋とは、イン
ド洋から太平洋にかけての地域と海域を示
します。新たなプランの土台になっているの
は、インド太平洋の連結性を高めながら、威
圧とは無縁で「法の支配」を重んじ、自由で
豊かな地域に育てていくという考えです。日
本は輸出入の99パーセント（重量ベース）を
海上輸送に依存していますが、なかでもイン
ド太平洋には重要なシーレーン＊2が存在して
います。FOIPの取り組みは、国際社会の平和

と安定、繁栄の促進に貢献するのはもちろん、
日本にとっても大事なものです。今後日本は、
インド太平洋における海上保安分野の人材育
成・人材ネットワークのさらなる強化や、巡
視船を含む海上保安設備の供与や海上輸送イ
ンフラの支援などを行っていく予定です。
　また、現在はロシアのウクライナ侵略によ
り、世界的な食料・エネルギー危機が発生し
ており、日本も国際社会と結束し、ウクライ
ナおよび影響を受けた国々への支援を積極

的に行っています。直接的ではありませんが、
こうした動きも「法の支配」を取り戻すため
の大事な取り組みのひとつだと考えています。

フィリピン沿岸警備隊の巡視船「テレサ・マ
グバヌア」を視察する林芳正外務大臣（中央）。 2019年にラオスの首都ビエンチャンで開かれた、民法典の成立を祝う式典の様子。

 法に直接関連 するものから、「法の支配」への
 脅威や被害を防ぐ協力 まで幅広く取り組んでいます。

A

「法の支配」を確立するために
日本はどんな協力をしているの？Q

日本の外交にとって「法の支配」は
どんな意味があるの？Q

© 在フィリピン日本大使館
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いきたいと思っています。
「法の支配」というと、難しいイメージをも
たれる方もいるかもしれませんが、みなさん
の今の暮らしのなかにも一定のルールがあり、
それが守られている前提があるからこそ成り
立っています。それを世界に置き換え、日本
人として「法の支配」のための協力を行うこ
との意味や意義について想像しながら、日々
のニュースに触れてもらえたらうれしいです。

　また、「法の支配」では海洋保安も欠かせな
い要素です。海というのは「国際公共財」で
あり、法やルールの下に国際社会で共有すべ
きものです。海賊、テロ、大量破壊兵器の拡
散、自然災害、違法漁業などの脅威から海を
守ることは、安全な航行や、海を通じた商取
引を行ううえでも欠かせません。このように
さまざまな面で「法の支配」は重要な意味を
もっています。

　日本は明治時代以降、多岐にわたる近代化
の取り組みを行い、国の基本的な形を築き上
げてきました。その過程で、欧米の法律を学
びながら、日本の伝統的な文化や社会制度に
合わせた近代的な法体系の整備もなされまし
た。このような経験と知識は日本の強みであ
り、今は途上国の法制度整備や司法改革への
協力に生かされています。具体的には、法・
司法制度改革、法令の起草支援、法制度運用・
執行のための国家・地方公務員の能力向上な
どに関する協力をインドネシア、ウズベキス
タン、バングラデシュ、東ティモール、ベト
ナム、モンゴル、ラオスといった国々で行い、
途上国における「法の支配」の普及と定着の
強化に貢献しています。

　こうした協力は、その国の根幹を成すもの
で、とても意義があることです。ですが、そ
の過程は地道で時間のかかるものです。たと
えば、法令の起草支援では、弁護士などの法
律に関する資格をもつ日本の専門家を数年単
位の長期間で派遣し、その国にしっかりと向
き合いながら取り組んでいます。
　今年５月に行われたG7広島サミットで、日
本は議長国として「法の支配」に基づく国際
秩序を守り抜くというG7の強い意志を世界
に示しました。国際秩序が動揺する今だから
こそ、力による支配ではなく、「法の支配」の
重要性に関する認識を国際社会でより深く共
有していくことが必要です。日本としても強
みを生かしてこれからも胸を張って貢献して

「法の支配」の確立を進めるうえでの日本の強みとは？Q

日本の近代化の過程で培ってきた、国に合わせた
 柔軟な法制度整備の知見 があることです。

A 国と国との関係を安定的 なものにするのはもちろん、
 紛争の平和的解決 を図るうえでもきわめて重要です。

「法の支配」と外交今月の
テーマ

知っておきたい 国際協力 Vol.13
1995年外務省入省。領事局
邦人テロ対策室長、アジア
大洋州局南東アジア二課長
を経て、現在は国際協力局
政策課長として、途上国に
おける開発協力の重点事項
の企画・立案、予算、広報
を担当。

国際協力局政策課 課長

上田 肇さん

UEDA Hajime

くてえ答 れ た 人

的に行っています。直接的ではありませんが、
こうした動きも「法の支配」を取り戻すため
の大事な取り組みのひとつだと考えています。

2019年にラオスの首都ビエンチャンで開かれた、民法典の成立を祝う式典の様子。

ウクライナ危機に端を発する深刻な食料不足に苦し
むソマリアに対し、日本は小麦の輸送と配布のため
に、WFPを通じて1,400万ドルの支援を行った。上：
ウクライナ産小麦を袋に詰めている様子。下：小麦
の輸送船。

 法に直接関連 するものから、「法の支配」への
 脅威や被害を防ぐ協力 まで幅広く取り組んでいます。

「法の支配」を確立するために
日本はどんな協力をしているの？

日本の外交にとって「法の支配」は
どんな意味があるの？

最新情報や関連情報につい
ては、外務省のウェブサイト

（上のQRコード）をご確認ください。

「自由で開かれた
インド太平洋」について

© 在フィリピン日本大使館
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『世界を変える日本式「法づくり」
	 途上国とともに歩む法整備支援』

国際協力機構 編　佐藤直史 監修／
文藝春秋企画出版部　1,430円

途上国の法づくりに
協力するという
国際協力の分野

　JICAは90年代からベトナム、カンボジア、
ラオスといった途上国の「法づくり」に協
力してきた。相手国の歴史や文化を尊重し、
その国に合った法律を考えるアプローチは、
明治期以降、欧米諸国の法制度に学んだ経
験を有する日本ならではのもの。本書は協
力に関わった100人以上
のインタビューを基に、
法制度整備支援の歴史を
まとめている。国際協力
や法律に関心のある人に
ぜひ読んでほしい一冊。

衣料を創造的再利用し
ごみ問題を解決する

　世界有数の人口密集都市・香港で衣料廃棄物やプラスチック
ごみの問題に取り組む人々を追ったドキュメンタリー。古着
から水や薬品を使わずに新しい糸を生み出す新技術「ビリー・
アップサイクル・システム」の開発者、高級子ども服の古着通
販会社の経営者、ペットボトルやプラスチックごみの回収を行
う会社の創業者など、ファッション業界のイノベーターに迫る。

To JOIN［ 参 加する］

イベントカレンダー

知的好奇心を
刺激する To DO LIST

2023 JUNEgSEPTEMBER JICAの最新イベント情報はこちら

▲
▲

https://www.jica.go.jp/event/index.html
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7月9日㊐
十勝で世界を感じる体験
　夏の風物詩となった国際交流イベント「世界のともだち」。野外ス
テージでの音楽や踊り、各国の料理や飲み物を味わうことができる屋
台、JICA海外協力隊のOB・OGがそれぞれの赴任国の文化や経験を語る
ショー、留学生が自分の国の文化を紹介するブース、民族衣装の試着・
撮影など、世界のことがわかる楽しいコーナーが盛りだくさん。さらに
「JICA館内ツアー」などJICAの国際協力活動も紹介する。

「世界のともだち」

日時：７月９日（日）　場所：JICA北海道センター（帯広）、森の交流館・十勝　
詳細はJICA北海道（帯広）まで。 

JICA北海道（帯広）

〜9月18日㊊
JICA中部

子どもたちの学びを支える
　世界では貧困や紛争などの理由によって、基本的な読み書きや算数
すらできない子どもたちが６億人以上もいる。しかし、教育機会はすべ
ての人が等しくもつ基本的権利。一人ひとりが才能と能力を十分に伸
ばし、人間らしい生き方をし、自分の手で未来を切り開くことを可能に
する。本展示ではJICAが民間企業や大学、NGOなどと連携しながら実
施する教育分野の国際協力や、JICA海外協力隊の活動を紹介する。

企画展・パネル展	「HOPE」

日時：開催中～９月18日（月・祝）　場所：JICA中部なごや地球ひろば　
詳細はJICA中部まで。

詳細はこちら

〜9月13日㊌
世界の課題を自分ごとに
　次世代を担う中学生や高校生にエッセイを書くことを通じて国際協
力への関心を高めてもらいたい。そうした願いを込めて、JICAでは毎年
エッセイコンテストを実施している。今年の募集テーマは「地球に生き

る私たち～未来へつな
げるために～」。世界
で山積みの課題に対し
て自分には何ができる
のか。未来に何をつな
げるべきか。食べ物や
衣服など身近なものか
ら考えてみよう。

JICA地球ひろば

詳細はこちら

「JICA国際協力中学生・高校生エッセイコンテスト2023」

応募期間：６月７日（水）～９月13日（水）必着　詳細はJICA地球ひろばウェブサイトで。

6月17日㊏
未来のまちを構想しよう
　旭川市は2019年に「ユネスコデザイン創造都市」に認定された。その
推進の一環として実施する「まちなかキャンパス」では、屋外で「デザ
イン」「まちづくり」「SDGs」をテーマに展示をする。JICA北海道は６月
17日にブース出展し、小・中学生向けのSDGsにまつわるパズルやクイ
ズや、JICA事業を紹介
するパネル展示を実施。
大人も子どもも一緒に
なって「持続可能なま
ちづくり」について真
剣に考えてみよう。

JICA北海道（札幌）

「まちなかキャンパス2023」

日時：６月17日（土）、18日（日）（JICAブース出展は17日のみ）
場所：旭川市平和通買物公園　詳細はJICA北海道（札幌）まで。

詳細はこちら

旭川駅前通りの歩行者天国で高校生、高専生、大
学生などが展示をし、小・中学生とともに学ぶ。

昨年開催した様子。左:留学生と民族衣装で記念
撮影。右:海外協力隊OB・OGが体験談を紹介。

詳細はこちら
（外部サイトへ
移動します）

36      JUNE 2023 文／篠原諄也 ＊感染症などの影響により、イベントの中止や変更、映画の公開延期などの可能性があります。
最新情報については公式サイトなどをご確認ください。 JUNE 2023      37
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To READ［ 読 む］

本の新着情報

『世界を変える日本式「法づくり」
	 途上国とともに歩む法整備支援』

国際協力機構 編　佐藤直史 監修／
文藝春秋企画出版部　1,430円

『僕らが生きているよのなかのしくみは
	「法」でわかる～13歳からの法学入門』

遠藤 研一郎 著／大和書房　
1,650円

『もしも世界に法律がなかったら
	「六法」の超基本がわかる物語』

木山泰嗣 著／日本実業出版社　
1,650円

詳細はこちら
（外部サイトへ
移動します）

途上国の法づくりに
協力するという
国際協力の分野

　JICAは90年代からベトナム、カンボジア、
ラオスといった途上国の「法づくり」に協
力してきた。相手国の歴史や文化を尊重し、
その国に合った法律を考えるアプローチは、
明治期以降、欧米諸国の法制度に学んだ経
験を有する日本ならではのもの。本書は協
力に関わった100人以上
のインタビューを基に、
法制度整備支援の歴史を
まとめている。国際協力
や法律に関心のある人に
ぜひ読んでほしい一冊。

詳細は
p.38へ

読者
プレゼント
対象

異世界転移小説で
楽しく学べる

六法が大事な理由
　法律が面白くなる「リーガル小説」を読
みながら、六法の基本を知ることができる。
女子中学生のジュリはある日、異世界転移
し「法律がない国」にいた。そこでは自分
の思いを表現するだけで逮捕されたり、犯
罪者の娘も犯罪者となったりする。私たち
の社会では考えられない
状況を見つめると、法律
の重要性を根本から考え
ることができるはず。条
文の解説までついていて
法律初学者に最適。

詳細は
p.38へ

読者
プレゼント
対象

日常のなかにある
法律の面白さを
平易に解説

　中央大学法学部教授がストーリー漫画
で法律の基礎を教えてくれる。「法」という
と、自分には関係がないと思っているかも
しれない。しかし、著者は私たちの生活に
溶け込んでいるものだと指摘する。「SNS
に悪口を書いたらどんな罪になる？」「ネッ
トにバイト中の悪ふざけ
をアップしたらどうな
る？」。10代が気になる
話題をピックアップしな
がら、法律を深く丁寧に
解説してくれる入門書。

詳細は
p.38へ

読者
プレゼント
対象

To WATCH［ 観る］

映画の新着情報

衣料を創造的再利用し
ごみ問題を解決する

　世界有数の人口密集都市・香港で衣料廃棄物やプラスチック
ごみの問題に取り組む人々を追ったドキュメンタリー。古着
から水や薬品を使わずに新しい糸を生み出す新技術「ビリー・
アップサイクル・システム」の開発者、高級子ども服の古着通
販会社の経営者、ペットボトルやプラスチックごみの回収を行
う会社の創業者など、ファッション業界のイノベーターに迫る。

©CHEEKY MONKEY PRODUCTIONS ASIA LTD 2021

『リファッション～アップサイクルでよみがえる服たち』

2021年／香港／ 84分　監督・脚本：ジョアンナ・バウワーズ　配給：アップリンク　
６月９日（金）より、YEBISU GARDEN CINEMAほか全国順次ロードショーhttps://www.jica.go.jp/event/index.html

7月9日㊐
十勝で世界を感じる体験
　夏の風物詩となった国際交流イベント「世界のともだち」。野外ス
テージでの音楽や踊り、各国の料理や飲み物を味わうことができる屋
台、JICA海外協力隊のOB・OGがそれぞれの赴任国の文化や経験を語る
ショー、留学生が自分の国の文化を紹介するブース、民族衣装の試着・
撮影など、世界のことがわかる楽しいコーナーが盛りだくさん。さらに

「JICA館内ツアー」などJICAの国際協力活動も紹介する。

「世界のともだち」

日時：７月９日（日）　場所：JICA北海道センター（帯広）、森の交流館・十勝　
詳細はJICA北海道（帯広）まで。 

JICA北海道（帯広）

～9月18日㊊
子どもたちの学びを支える
　世界では貧困や紛争などの理由によって、基本的な読み書きや算数
すらできない子どもたちが６億人以上もいる。しかし、教育機会はすべ
ての人が等しくもつ基本的権利。一人ひとりが才能と能力を十分に伸
ばし、人間らしい生き方をし、自分の手で未来を切り開くことを可能に
する。本展示ではJICAが民間企業や大学、NGOなどと連携しながら実
施する教育分野の国際協力や、JICA海外協力隊の活動を紹介する。

企画展・パネル展	「HOPE」

日時：開催中～９月18日（月・祝）　場所：JICA中部なごや地球ひろば　
詳細はJICA中部まで。

詳細はこちら

詳細はこちら

昨年開催した様子。左:留学生と民族衣装で記念
撮影。右:海外協力隊OB・OGが体験談を紹介。

36      JUNE 2023 文／篠原諄也 ＊感染症などの影響により、イベントの中止や変更、映画の公開延期などの可能性があります。
最新情報については公式サイトなどをご確認ください。 JUNE 2023      37
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広 報 部 か ら

　JICA Magazineを読んでくださりありがと
うございます。今回は、毎号、ご協力をお願
いしているアンケートについてお話ししたい
と思います。アンケートで寄せられるご意見
やご助言は本誌をより良いものにしていくた
めにとても貴重です。たくさんのご意見をふ
まえ、日々試行錯誤を重ねていますが、特に
心がけていることをいくつかご紹介します。
　 本 誌 は10代 ～ 80代 以 上 と 幅 広 い 世 代 の
方々にご愛読いただいています。専門的過ぎ
るといったお声をいただいたこともあり、何
よりも「わかりやすさ」を第一に心がけてい
ます。年代を問わず、外交や国際協力の分野
で使われている、聞き慣れない用語に戸惑っ

た経験をお持ちの方も多いと思います。また
新聞や雑誌などでよく目にするけど、実は意
味がよくわからない用語もあるでしょう。か
つては「持続的な開発目標（SDGs）」もそん
な用語のひとつでした。今号でも「法の支配」
など普段あまり使わない用語がいくつも登場
していますが、わかりやすかったでしょうか。
　次に大事にしていることは「大局観」です。
JICA Magazineのなかでも「特集」は常に上位
３位以内に入る人気コーナーですが、JICAの
事業を紹介するだけでなく、なぜ日本がその
地域・国、分野で協力する必要があるのかを、
国際情勢やその国、課題の状況、過去、現在、
そして未来の日本との関係など、全体的な状

況とともに説明することにしています。その
際、外部の専門家の知見もお借りしています。
　３点目は、いろいろな形で国際協力へ参加
している方々を紹介することです。アンケー
トでも「私にできる国際協力を教えて」といっ
た声もいただいています。国際協力にはJICA
だけでなく多くの方がさまざまな思いをもっ
て関わっています。何歳からでも、日本にい
ながらでも参加できます。本誌が読者の皆さ
まにとって自分なりの国際協力を見つけるヒ
ントを提供できればと思っています。
　今後も皆さまのご意見、ご感想をお待ちし
ております。

広報部長　竹田幸子

編集・発行：独立行政法人 国際協力機構
Japan International Cooperation Agency（JICA）
〒102-8012　東京都千代田区二番町5-25
二番町センタービル
https://www.jica.go.jp/

●本誌掲載の記事、写真、イラストなどの無断転載を禁じます。

制作協力：株式会社CCCメディアハウス
〒141-8205　東京都品川区上大崎3-1-1　目黒セントラルスクエア

『JICA Magazine』編集部
Eメール：ML_JICAPR@jica.go.jp

デザイン：REVEL46　DTP：oo-parts　校正：聚珍社

『JICA Magazine』  定 期 送 本 の ご 案 内
定期送本をご希望の方は下記の電話番号までご連絡ください。
また、『JICA Magazine』にリニューアルする前の『mundi』（2021
年４月号まで）も、在庫があるものはお申し込みいただけます。
お申し込み先：CCCメディアハウス 読者サービスセンター
電話番号：0120-200-828（受付時間：平日9:30 ～ 17:30）
定期送本の金額（送料のみ）：1年間（6冊分）1,100円（税込み）
＊複数冊、またはバックナンバーをご希望の場合は送料が異なります。
＊個人利用での送付冊数は原則として過去１年分です。ウェブサイトや
 電子書籍などもぜひご活用ください。

JUNE 2023 No.013

JICA Magazine公式サイトでオンライン壁紙プレゼント

次 号
予 告

2023年、友好協力50周年を迎えた日本とASEAN。信頼を築いた
半世紀を振り返り、ともに切り拓いていく未来を展望します。

ア ン ケ ー ト の お 願 い
冊子や記事内容についてのご意見、ご
感想をお待ちしております。お寄せくだ
さった方のなかから、抽選でプレゼント
を差し上げます。スマホやタブレットで上のQRコードを読
み取り、アンケートにご回答ください（JICA Magazine公式
サイトのアンケートページが立ち上がります）。

応募締め切り

▲
 2023年７月31日

❷ 書籍 

▲
 ２名様

 『もしも世界に法律がなかったら
 「六法」の超基本がわかる物語』 （P37に詳細）
 木山泰嗣 著／日本実業出版社

❶ 書籍 

▲
 ２名様

 『世界を変える日本式「法づくり」
 途上国とともに歩む法整備支援』 （P37に詳細）
 国際協力機構 編　佐藤直史 監修／文芸春秋企画出版部

❸ 書籍 

▲
 ２名様

 『僕らが生きているよのなかのしくみは「法」でわかる
 ～ 13歳からの法学入門』 （P37に詳細）
 遠藤研一郎 著／大和書房

2023年６月号のプレゼント
読者

プレゼント
対象

こ
の
マ
ー
ク
が

目
印
で
す

特 集 ASEAN
2023年８月１日発行

＊ お寄せくださったご意見・ご感想は、本誌やJICAのウェブサイトに 
転載する場合があります。あらかじめご了承ください。

＊ ご回答いただいたアンケートに関連し、新たに取材など協力をお願い 
する場合がございます。

＊ ご記入いただいた個人情報は、プレゼントの発送、誌面の向上および 
取材協力依頼のための連絡以外の目的では使用いたしません。

＊当選者の発表は発送をもって代えさせていただきます。

❹ オリジナルトートバッグ 

▲
 15名様

オリジナルトートバッグ
A4サイズの書類が
ゆったり入ります。
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Jica PressJUNE 2023

インド・ムンバイ湾横断道路建設の支援を継続

JICAのニュース&トピックスをもっと読みたい方はアクセス！

https://www.jica.go.jp/information/index.html

4月15日│ モザンビーク　サイクロン被害に対する緊急援助物資を供与

4月10日│ ラオス　「モンスーン風力発電事業」への融資契約に調印

4月28日│ タンザニア　農業基盤構築のための円借款貸付契約を調印
記録的サイクロン「フレディ」被害への支援に加え、日本の水害対策に関する知見を共有していくことを表明

東南アジア最大規模の再生可能エネルギー発電で、ラオスやベトナムの電力供給やCO2削減に寄与

食糧安全保障危機に対応し、種子や肥料の供給拡大で価格高騰のタンザニアを支援
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　ムンバイ湾横断道路が完成すれば、ムンバ
イ中心部からナビムンバイまでの車移動がそ
れまでの約60分から約15分と４分の１にま
で短縮されます。両区間を通勤・通学してい
た地元住民は生活に時間のゆとりができ、渋
滞緩和から排ガス量削減も期待できます。人
と物の移動が活発になり、ムンバイ都市圏の
持続的な経済発展へも寄与するなど、負の連
鎖がプラスに転換するきっかけとなりえます。
　横断道路の建設に生かされている日本が
世界に誇る技術と知見にも注目です。軽量か
つ鋼構造で精度の高い施工を可能とする「鋼

床版箱桁」の技術がインドで初めて採用され
たほか、陸上で箱桁を大ブロックに組み立て、
大型クレーンで一括架設を行う「大ブロック
一括架設」方式を採用し、短い施工期間を可
能にしています。海水の塩分による腐食を防
ぐ「重防食塗装」も施されています。
　完成予定は今年12月。折しも今年日本が
G7、インドがG20の議長国を務め、両国の
パートナーシップが強まるなかでの開通です。
インドの海上道路で最長となるこの横断橋は、
日印の友好関係の象徴となり、地域を力強く
支えてゆくことでしょう。

日印の友好が架けるインド最長の海上道路ですニ

ュース深 掘り！

　２月27日、JICAはインド政
府とムンバイ湾横断道路建設事
業（第三期）への円借款貸付契
約を締結した。この横断道路は、
ムンバイ中心部からムンバイ湾
を挟んだ対岸のナビムンバイ地
域を全長約18kmの海上道路と
全長約４kmの陸上アプローチ
道路でつなぐというもの。
　インドの国外貿易、金融、商
業の中心地であるムンバイは
都市圏人口約1,800万人＊。近年
急速な都市化が進み、人口過密、

慢性的な交通渋滞、土地価格高
騰とさまざまな課題が負の連鎖
を起こしていた。中心部は半島
の先端にあり開発余地が少ない
ことから、インド政府は対岸の
人口約110万人＊のナビムンバイ
地域の都市開発を推進してきた。
　横断道路の開通は、湾をぐるっ
と周回する道路と鉄道が各１本
のみであった両地域の連結性を
改善するだけでなく、地域の生
活環境の改善、経済成長とさま
ざまな貢献が期待されている。

全長約18kmと、完成すれば東京湾アクアラインよりも長い海上道路となる。在インドの
日本企業からもビジネスの活性化、活動の効率化への期待が高まっている。

写真提供：MMRDA/L&T-IHI Consortium

2017年、社会人採用で
JICAに入構。審査部を
経て、19年２月より南
アジア部南アジア第一
課に配属。現在はおも
にインドの道路交通セ
クターなどの有償資金
協力の新規事業形成な
どに携わっている。

南アジア部　
南アジア第一課

小井手聡太さん

KOIDE Sota

＊ 2011年国勢調査
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ルールに基づくことで
心地よいリズムが生まれる
シシド・カフカ さん    ミュージシャン、俳優  

メキシコ出身。中学校時代をアル
ゼンチンで過ごし、ドラムを始め
る。ドラムボーカルのスタイルで
2012年にCDデビュー。ミュージ
シャン、俳優、モデルなど多方面
で活躍。18年10月より「el tempo」
を主宰。現在２か月に１回、渋谷
duo MUSIC EXCHANGEにて定期公
演を開催しており、次回は６月15
日予定。８月11日公開の映画『リボ
ルバー・リリー』に俳優として出演。

SHISHIDO Kavka

looking
beyond horizons
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● S D G s（ S u sta i n ab l e 
Development Goals）とは、
持続可能な開発目標のこと。
世界では、よりよい未来の
ために2030年までに17の
目標達成を目指しています。

SDGs
私たち
の

バックナンバーを
公式サイトで

チェック！
▼  ▼  ▼
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　スマートフォンやSNSなど子どもたちを取り巻くメディア環境が
急速に変化するなか、2021年にNHKが立ち上げたのが、「つながる！
NHKメディア・リテラシー教室」だ。小学５、６年生を対象とした体
験教室で、NHKと全国各地の小学校４校をオンラインでつないで授
業を行う。狙いは、あらゆるメディアにおいて「送り手の意図を踏ま
え情報を読み解く力」と「影響力を意識して情報を発信できる力」を
身につけることだと、進行役の１人、大橋拓アナウンサーは言う。
　たとえば映像編集に関する学習では、小学生向けメイク動画で人
気のユーチューバーの紹介番組を扱う。街頭インタビューで多数の
小学生がメイクに肯定的なコメントを言った後、ユーチューバーが
登場するという内容だ。問題は、実際の街頭インタビューでは賛成と
反対の意見が半々だったということ。あらためて、反対意見も交えた
映像を視聴し、「この編集はありかなしか？」を考えるのだ。
「ユーチューバーの紹介なのだから賛成意見が多いほうが伝わり
やすい」「制作者が意図的に取捨選択するのはよくない」。そんな賛
否両論の意見を生徒たちが交わすのだが、進行役である大橋さんは

「正解」を教えることはしない。「大事なのは多様な意見を聞くこと。
メディアを通した情報には送り手の意図があり構成されているのを
理解すること。そういった視点をもってメディアに向き合い、自分
で積極的に情報について考えをめぐらすことが大切なのです」
　ほかにも、アップとルーズさまざまな画像から４枚を選んでケー
キ店のCMを作り、発信者の視点を体感する学習も行う。生徒からは、
「加工・編集されている画像や動画が身近にあることを知った」「他
校の意見を聞くことができて楽しかった」、先生からは、「情報リテ
ラシーは正解が一つではないため教えるのが難しい。ノウハウがな
かったのでとても助かっている」などの感想が寄せられている。
　今、極端に偏った情報やフェイクニュースによって社会の分断が
進んでいるといわれる。それを食い止めるためにも、未来を担う子ど
もたちに早い時期からメディア・リテラシーを学んでもらうことが
重要だと大橋さんは言う。「立場が違えば『正しい』と思うものも変
わります。それぞれの立場の違いを理解して想いを馳せることが大
切です。それが健全な民主主義社会をつくっていくのだと思います」

小学生が楽しく学ぶ
メディア・リテラシー教室

教室は、NHKアナウンサーが進行役となり、全国各地
の小学校４校をオンラインでつないで進められる。同
じ学校内だけでなく、ほかの学校とも楽しく広く意見
交換ができると評判も上々で、これまでに155校、約
6,500人の児童が参加している。
参加申し込みは、右にあるQR
コードにアクセスを。
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